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株式交換に係る事前開示書面 

 

東京都渋谷区千駄ヶ谷三丁目 51 番７号 

株式会社ザッパラス 

代表取締役社長 溝上 雅俊 

 

当社は、2025 年７月 25 日開催の当社取締役会において、株式会社光通信（以下「光通信」と

いい、当社と光通信を総称して「両社」といいます。）を株式交換完全親会社、当社を株式交換

完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、同日付で

光通信との間で本株式交換に係る株式交換契約（以下「本株式交換契約」といいます。）を締結

いたしました。 

本株式交換に関する会社法第 782 条第１項及び会社法施行規則第 184 条に定める当社の事前

開示事項は下記のとおりです。 

 

記 

 

１. 株式交換契約の内容（会社法第 782 条第１項第３号） 

別紙１のとおりです。 

 

２. 交換対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 184 条第１項第１号） 

別紙２のとおりです。 

 

３. 交換対価について参考となるべき事項（会社法施行規則第 184 条第１項第２号） 

（１）光通信の定款の定め（会社法施行規則第 184 条第４項第１号イ） 

別紙３のとおりです。 

 

（２）交換対価の換価の方法に関する事項（会社法施行規則第 184 条第４項第１号ロ） 

① 交換対価を取引する市場 

光通信の普通株式（以下「光通信株式」といいます。）は、株式会社東京証券取引所（以

下「東京証券取引所」といいます。）プライム市場において取引されております。 

 

② 交換対価の取引の媒介、取次ぎ又は代理を行う者 

光通信株式は、全国の各金融商品取引業者（証券会社等）において、取引の媒介、取次

ぎ等が行われております。 
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③ 交換対価の譲渡その他の処分に制限があるときはその内容 

該当事項はありません。 

 

（３）交換対価に市場価格があるときは、その価格に関する事項（会社法施行規則第 184 条第４

項第１号ハ） 

本株式交換契約の締結を公表した日（2025 年７月 25日）の前営業日を基準として、１ヶ

月間、３ヶ月間及び６ヶ月間の東京証券取引所プライム市場における光通信株式の終値の

平均は、それぞれ 41,726円、40,758 円及び 39,295円です。 

また、光通信株式の市場価格等につきましては、東京証券取引所のウェブサイト

（https://www.jpx.co.jp/）等でご覧いただけます。 

 

（４）光通信の過去５年間にその末日が到来した各事業年度に係る貸借対照表の内容（会社法施

行規則第 184 条第４項第１号ニ） 

光通信は、いずれの事業年度においても金融商品取引法第 24 条第１項の規定により有価

証券報告書を提出しておりますので、記載を省略いたします。 

 

４. 株式交換に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 184 条第１項

第３号） 

該当事項はありません。 

 

５. 計算書類等に関する事項（会社法施行規則第 184 条第１項第４号） 

（１）光通信の最終事業年度に係る計算書類等の内容（会社法施行規則第 184 条第６項第１号

イ） 

別紙４のとおりです。 

 

（２）光通信の最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容（会社法施

行規則第 184 条第６項第１号ロ） 

該当事項はありません。 

 

（３）光通信の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会

社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行規則第 184 条第６項第１号

ハ） 

光通信は、2025 年７月 25日付の取締役会決議において、当社との間で、光通信を株式交

換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする本株式交換を行うことを決定し、同日付で

本株式交換契約を締結いたしました。本株式交換契約の内容につきましては、別紙１に記載

のとおりです。 
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（４）当社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社

財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行規則第 184 条第６項第２号イ） 

① 本株式交換契約の締結 

当社は、2025 年７月 25 日開催の取締役会において、光通信との間で、光通信を株式交

換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする本株式交換を行うことを決議し、同日付

で本株式交換契約を締結いたしました。本株式交換契約の内容につきましては、別紙１に

記載のとおりです。 

 

② 自己株式の消却 

当社は、本株式交換の効力発生日の前日までに開催する取締役会の決議により、光通信

が当社の発行済株式の全てを取得する時点の直前時（以下「基準時」といいます。）にお

いて保有する自己株式（本株式交換に関する会社法第 785 条第１項に基づく反対株主の

株式買取請求に応じて取得する株式を含みます。）の全てを、基準時をもって消却する予

定です。 

 

６. 株式交換が効力を生ずる日以後における光通信の債務の履行の見込みに関する事項（会社

法施行規則第 184 条第１項第５号） 

会社法第 789条第１項第３号の規定により本株式交換に異議を述べることのできる債権者

はおりませんので、該当事項はありません。 

 

以上 

 



 

別紙１ 本株式交換契約の内容 

次ページ以降をご参照ください。 



 

株式交換契約書  

 

株式会社光通信（以下「甲」という。）及び株式会社ザッパラス（以下「乙」という。）とは、2025 年 7 月

25 日（以下「本契約締結日」という。）付で、次のとおり株式交換契約（以下「本契約」という。）を締結

する。 

 

第 1 条（株式交換） 

甲及び乙は、甲を株式交換完全親会社とし、乙を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式

交換」という。）を行い、本株式交換により、乙の発行済株式の全部（但し、甲が保有する乙の株式を除

く。）を甲に取得させることにつき合意する。 

 

第 2 条（当事会社の商号及び住所） 

 甲及び乙の商号及び住所は、次の通りである。 

  （甲）株式交換完全親会社 

     商号：株式会社光通信 

     住所：東京都豊島区西池袋一丁目 4 番 10号 

  （乙）株式交換完全子会社 

     商号：株式会社ザッパラス 

     住所：東京都渋谷区千駄ヶ谷三丁目 51 番 7 号 

 

第 3 条（株式交換に際して交付する対価及びその割当てに関する事項） 

1 甲は、本株式交換に際して、本株式交換が効力を生ずる時点の直前時（以下「基準時」という。）にお

ける乙の株主名簿に記載又は記録された乙の株主（第 6 条に基づく乙の自己株式の消却後の株主をい

うものとし、甲を除く。以下「本割当対象株主」という。）に対し、その保有する乙の普通株式に代わ

り、その保有する乙の普通株式の合計数に 0.0104 を乗じた数の甲の普通株式を、甲が保有する自己

株式を処分する方法により、交付する。 

2 甲は、本株式交換に際して、本割当対象株主に対し、その保有する乙の普通株式 1 株につき、甲の普

通株式 0.0104 株の割合をもって甲の普通株式を割り当てる。 

3 前二項の定めにかかわらず、本割当対象株主に対して交付する甲の普通株式に 1 株に満たない端数が

あるときは、甲は、会社法第 234 条その他の関係法令の規定に従い、処理するものとする。 

 

第 4 条（甲の資本金及び資本準備金等） 

本株式交換により増加すべき甲の資本金及び資本準備金等の額は、次のとおりとする。 

（1）資本金      金 0 円 

（2）資本準備金    金 0 円 

（3）利益準備金    金 0 円 

（4）その他資本剰余金 会社計算規則に定める株主資本等変動額から(1)及び(2)の合計額を控除した

金額 
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第 5 条（株式交換の効力発生日） 

本株式交換の効力発生日は、2025 年 11 月 1 日とする。但し、本株式交換の手続の進行上の必要性その

他の事由によって必要があるときは、甲乙協議し合意の上、これを変更することができるものとする。 

 

第 6 条（自己株式の消却） 

乙は、本株式交換の効力発生日の前日までに開催される乙の取締役会の決議により、基準時において乙

が保有する自己株式（本株式交換に際して行使される会社法第 785 条に定める反対株主の株式買取請求に

応じて取得する自己株式を含む。）の全部について基準時をもって消却するものとする。 

 

第 7 条（株式交換契約承認総会） 

1 甲は、会社法第 796 条第 2 項本文の定めに基づき、本契約について株主総会の承認を得ずに本株式交

換を行う。但し、会社法第 796 条第 3 項の規定に基づき株主総会の決議による本契約の承認が必要と

なった場合には、甲は、本株式交換の効力発生日の前日までに、本契約の承認及び本株式交換に必要

な事項に関する株主総会決議を求めるものとする。 

2 乙は、2025 年 9 月 30 日を開催日として株主総会を招集し、本契約の承認及び本株式交換に必要な事

項に関する決議を求めるものとする。但し、本株式交換の手続の進行上の必要性その他の事由によっ

て必要があるときは、甲乙協議し合意の上、当該株主総会の開催日を変更することができるものとす

る。 

 

第 8 条（善管注意義務） 

甲及び乙は、本株式交換の効力発生日に至るまで、善良なる管理者の注意をもって、それぞれ義務を遂

行し、かつ、本契約締結日以前に行っていたところと実質的に同一かつ通常の業務執行の方法により事業

遂行及び財産の管理・運営を行うものとし、本契約締結日以前に行っていたところと実質的に相違する行

為、通常の業務以外の行為又はその財産及び権利義務に重要な影響を及ぼす行為を行う場合には、あらか

じめ甲乙協議し合意の上、これを実行するものとする。 

 

第 9 条（本契約の変更及び解除） 

本契約締結日から本株式交換の効力発生日の前日に至るまでの間において、天災地変その他の事由によ

り、甲乙いずれかの財政状態、経営成績、事業その他に重大な影響を及ぼす事象その他本株式交換の実行

に重大な影響を及ぼす事象が判明又は発生したときは、甲乙協議し合意の上、本株式交換の条件を変更し、

又は本契約を解除することができるものとする。 

 

第 10 条（本契約の失効） 

本契約は、次の各号のいずれかに該当する場合には、その効力を失うものとする。 

(1) 甲において、会社法第 796 条第 3 項の規定に基づき株主総会の決議による本契約の承認が必要とな

った場合において、本株式交換の効力発生日の前日までに、本契約の承認及び本株式交換に必要な

事項に関する株主総会決議が得られなかった場合 

(2) 乙において、第 7 条第 2 項に定める乙の株主総会の承認が得られなかった場合 

(3) 法令上、本株式交換に関して要求される関係官庁の承認等が得られなかった場合 
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第 11 条（反社会的勢力の排除） 

1  甲及び乙は、自ら及び自らの役職員が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった日から 5 年を経

過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団

その他これらに準ずる者（以下、あわせて「反社会的勢力」という。）に該当しないこと及び反社会

的勢力と関係を有しないことを表明し、確約する。 

2  甲及び乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当する場合、何らの催告を要することなくかつ何ら

の責任を負うことなく本契約を解除することができる。  

    (1) 相手方が反社会的勢力に該当すると認められるとき。 

(2) 相手方の経営に反社会的勢力が実質的に関与していると認められるとき。 

(3) 相手方が反社会的勢力を利用していると認められるとき。 

(4) 相手方が反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど関与をしていると認め

られるとき。 

(5) 自ら又は第三者を利用して暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行為、脅迫的な言 

動、暴力及び風説の流布・偽計・威力を用いた信用毀損・業務妨害、その他これらに準じる行為

に及んだとき。 

3  前項により本契約を解除することができる当事者は、相手方に対して自己が被った損害又は損失の

補償を請求することができる。 

 

第 12 条（本契約規定以外の事項） 

本契約に定めるもののほか、本株式交換に関し必要な事項は本契約の趣旨に従って甲乙協議の上、これ

を決定するものとする。 

 

本契約の成立を証するため、本契約書 2 通を作成し、甲乙記名押印の上、各自 1 通を保有する。 

 

 

2025 年 7 月 25 日 

  

 

甲：東京都豊島区西池袋一丁目 4 番 10 号 

  株式会社光通信 

  代表取締役社長  和田 英明 

 

 

乙：東京都渋谷区千駄ヶ谷三丁目 51 番 7 号 

  株式会社ザッパラス 

  代表取締役社長  溝上 雅俊 

 

 



 

別紙２ 交換対価の相当性に関する事項 

 

当社は、本株式交換に際して、交換対価の相当性に関して、次のように判断しております。 

 

１. 交換対価の総数又は総額の相当性に関する事項（会社法施行規則第 184 条第３項第１号） 

（１）本株式交換に係る割当ての内容 

会社名 
光通信 

（株式交換完全親会社） 

当社 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当比率 １ 0.0104 

本株式交換により交付する株式数 
光通信の普通株式： 

93,333株（予定） 

（注１）株式の割当比率 

当社株式１株に対して、光通信株式 0.0104 株を割当交付いたします。なお、上記

の本株式交換に係る割当比率（以下「本株式交換比率」といいます。）の算定の基

礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合には、両社間で協議の上、本株式交換

比率を変更することがあります。 

（注２）本株式交換により交付する光通信株式の数 

光通信は、本株式交換に際して、光通信株式 93,333株（予定）を、基準時におけ

る当社の株主の皆様（ただし、下記の自己株式の消却が行われた後の株主をいい

ます。）に対して割当交付する予定です。また、光通信が交付する株式は、光通信

が保有する自己株式（2025 年３月 31 日現在 385,681株）を充当する予定であり、

株式の新規発行は行わない予定です。 

なお、当社は、本株式交換の効力発生日の前日までに開催する取締役会の決議に

より、基準時において保有する自己株式（本株式交換に関する会社法第 785 条第

１項に基づく反対株主の株式買取請求に応じて取得する株式を含みます。）の全て

を、基準時をもって消却する予定です。本株式交換により割当交付する株式数は、

当社による自己株式の取得・消却等の理由により今後修正される可能性がありま

す。 

（注３）単元未満株式の取扱い 

本株式交換に伴い、光通信の単元未満株式（100 株未満の株式）を保有することと

なる当社の株主の皆様につきましては、光通信の定款及び株式取扱規程の定める

ところにより、光通信株式に関する以下の制度をご利用いただくことができます。

なお、金融商品取引所市場において単元未満株式を売却することはできません。 

① 単元未満株式の買増し制度（100 株への買増し） 

会社法第 194 条第１項の規定及び光通信の定款の規定に基づき、光通信の単元

未満株式を保有する株主の皆様が、その保有する単元未満株式の数と併せて１単



 

元となる数の株式を光通信から買い増すことができる制度です。 

② 単元未満株式の買取請求制度（単元未満株式の売却） 

会社法第 192 条第１項の規定に基づき、光通信の単元未満株式を保有する株主

の皆様が、その保有する単元未満株式を買い取ることを光通信に対して請求する

ことができる制度です。 

（注４）１株に満たない端数の処理 

本株式交換に伴い、１株に満たない端数の光通信株式の交付を受けることとなる

当社の株主の皆様に関しては、会社法第 234 条その他の関連法令の定めに従い、

その端数の合計数（その合計数に１に満たない端数がある場合は切り捨てるもの

とします。）に相当する数の光通信株式を売却し、かかる売却代金をその端数に応

じて当該株主の皆様に交付いたします。 

 

（２）本株式交換に係る割当ての内容の根拠等 

① 割当ての内容の根拠及び理由 

当社は、本株式交換比率の決定にあたって公正性及び妥当性を確保するため、光通信及

び当社から独立した第三者算定機関として株式会社 J-TAP アドバイザリー（以下「J-TAP」

といいます。）及び法務アドバイザーとしてシティユーワ法律事務所を選定いたしました。 

当社は、下記「３．当社の株主の利益を害さないように留意した事項」に記載のとおり、

第三者算定機関である J-TAP から 2025 年７月 24 日付で取得した株式交換比率算定書、

法務アドバイザーであるシティユーワ法律事務所からの助言、当社が光通信に対して

2025 年７月上旬から中旬にかけて実施したデュー・ディリジェンスの結果、光通信から

の独立性及び本株式交換の成否からの独立性を有する委員のみから構成される本特別委

員会（下記「３．当社の株主の利益を害さないように留意した事項」の「③ 独立性を有

する特別委員会の設置及び答申書の取得」で定義します。以下同じです。）から 2025 年７

月 24 日付で受領した答申書（以下「本答申書」といいます。本答申書の内容については、

当社が 2025 年７月 25 日に公表した「株式会社光通信による当社の完全子会社化に関す

る株式交換契約締結のお知らせ」（以下「2025 年７月 25 日付当社プレスリリース」とい

います。）の別添 2025 年７月 24 日付「答申書」をご参照ください。）の内容等を踏まえ

て、慎重に検討し、当社の財務状況・資産状況・将来の見通し等の要因を総合的に勘案し

た上で、交渉・協議を重ねてまいりました。その結果、当社は、本株式交換比率は妥当で

あり、当社の株主の皆様の利益に資するとの判断に至ったため、本株式交換比率により本

株式交換を行うことが妥当であると判断いたしました。 

なお、本株式交換比率は、本株式交換契約に従い、算定の基礎となる諸条件に重大な変

更が生じた場合には、両社間で協議の上、本株式交換比率を変更することがあります。 

 

② 算定に関する事項 



 

(i) 算定機関の名称及び両社との関係 

当社の第三者算定機関である J-TAP は、光通信及び当社から独立した算定機関であり、

光通信及び当社の関連当事者に該当せず、本株式交換に関して記載すべき重要な利害関

係はありません。なお、J-TAP の報酬は、本株式交換の成否にかかわらず支払われる固定

報酬のみであり、本株式交換の公表や成立等を条件とする成功報酬は含まれておりませ

ん。 

また、本特別委員会は、2025 年６月 17 日開催の第１回特別委員会において、J-TAP の

独立性に特段の問題がないことを確認した上で、当社の第三者算定機関として選任する

ことを承認しております。 

 

(ii) 算定の概要 

J-TAP は、光通信については、同社が東京証券取引所プライム市場に上場しており、市

場株価が存在することから市場株価法を、また、将来の事業活動の状況を評価に反映さ

せるため、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）

を採用して算定を行いました。 

当社については、当社が東京証券取引所スタンダード市場に上場しており、市場株価

が存在することから市場株価法を、また、将来の事業活動の状況を評価に反映するため、

ＤＣＦ法を採用して算定を行いました。 

J-TAP は、市場株価法においては、2025 年７月 24 日を算定基準日として、光通信につ

いては、東京証券取引所プライム市場における算定基準日の終値、算定基準日から遡る

過去１ヶ月間、過去３ヶ月間、過去６ヶ月間の各期間の終値単純平均値を採用し、当社

については、東京証券取引所スタンダード市場における算定基準日の終値、算定基準日

から遡る過去１ヶ月間、過去３ヶ月間、過去６ヶ月間の各期間の終値単純平均値を採用

して算定しております。 

また、ＤＣＦ法においては、光通信については、光通信が作成した 2026 年３月期から

2030年３月期までの５期分の財務予測、一般に公開された情報等の諸要素を前提として、

光通信が 2026 年３月期以降に生み出すと見込まれるフリー・キャッシュ・フローを一定

の割引率で現在価値に割り引くことによって、企業価値や株式価値を算定しております。

なお、割引率は加重平均資本コストとして、5.14％～6.14％を採用しております。継続

価値の算定にあたっては永久成長率法を採用し、永久成長率は光通信が作成した財務予

測の推移及び期間や日本経済のＧＤＰ成長率を総合的に勘案して－0.5％～0.5％とした

上で、継続価値を 1,418,437 百万円～2,139,455 百万円と算定しております。また、余剰

現預金（光通信の現預金から、事業上、先行して生じる支出を考慮した資金繰りや同社

における過去の販管費１～２ヶ月相当の水準等を総合的に考慮して推計した必要運転資

金を控除して算出しております。）及び投資有価証券は株式価値算定に重要な影響を及ぼ

す非事業用資産として計上しております。 



 

他方、当社については、当社が作成した 2026 年４月期から 2030 年４月期までの５期

分の事業計画（以下「本事業計画」といいます。）における財務予測、一般に公開された

情報等の諸要素を前提として、当社が 2026 年４月期以降に生み出すと見込まれるフリ

ー・キャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割り引くことによって、企業価値

や株式価値を算定しております。なお、割引率は加重平均資本コストとして、5.88％～

6.88％を採用しております。継続価値の算定にあたっては、のれんの償却費を控除した

数値を前提に永久成長率法を採用し、永久成長率は本事業計画の推移及び期間や日本経

済のＧＤＰ成長率を総合的に勘案して－0.5％～0.5％とした上で、継続価値を 1,082 百

万円～1,564 百万円と算定しております。また、余剰現預金（当社の現預金から、事業上、

先行して生じる支出を考慮した資金繰りや過去の販管費２ヶ月相当の水準等を総合的に

考慮して推計した必要運転資金を控除して算出しております。）及び投資有価証券は株式

価値算定に重要な影響を及ぼす非事業用資産として計上しております。 

各評価方法による光通信株式の１株当たりの株式価値を１とした場合の株式交換比率

の算定結果は以下のとおりです。 

 

採用手法 株式交換比率の算定結果 

市場株価法 0.0089～0.0095 

ＤＣＦ法 0.0093～0.0130 

 

なお、J-TAPがＤＣＦ法による当社株式の株式価値の算定の基礎とした本事業計画は、

本株式交換の検討にあたって当社が作成したものでありますが、当社の主力事業である

占いに関するデジタルコンテンツ市場の縮小傾向が継続していく前提のもと、一定の確

度をもった財務予測を策定する観点から予測期間を５ヶ年に設定して作成したものであ

り、具体的な計画数値の設定過程において光通信による関与はありません。また、本特

別委員会は、本事業計画が、光通信から独立した者（下記「３．当社の株主の利益を害

さないように留意した事項」の「⑤ 当社における独立した検討体制の構築」に記載のと

おり、光通信の在籍している者を関与させないこととしております。）により作成されて

いることについて確認するとともに、その作成過程においても、作成中の事業計画案の

内容、重要な前提条件等について説明を受け、最終的な事業計画の内容、重要な前提条

件及び作成経緯等の合理性について確認の上、承認しております。 

本事業計画に基づく財務予測は以下のとおりです。当該財務予測には、利益又はフリ

ー・キャッシュ・フローの大幅な増減が見込まれている事業年度が含まれております。

具体的には、2026 年４月期の営業利益について、主に占いコンテンツ事業における市場

環境の悪化により売上高が減少していることに加え、固定費が一定である中で、クラウ

ドサービスの移行に伴う費用が増加見込みであることから 2025 年４月期と比較して

31.8％減少する見込みです。 



 

なお、本株式交換の実行により実現することが期待されるシナジー効果については、

現時点において具体的に見積もることは困難であるため、当該財務予測には加味されて

おらず、当該財務予測を基礎とした J-TAP による算定にも織り込まれておりません。 

また、当社が 2023 年６月 28 日付で公表した「中期経営計画 2024 年４月期―2027 年

４月期」において、2027 年４月期の業績目標値として連結売上高：7,000 百万円、EBITDA：

700 百万円を掲げておりましたが、当該数値はあくまで公表時点での事業を前提とした

目標値であり、財務予測における数値とは異なるものとなります。 

（単位：百万円） 

 
2026年 

４月期 

2027年 

４月期 

2028年 

４月期 

2029年 

４月期 

2030年 

４月期 

売上高 4,129 4,041 4,151 4,094 4,058 

営業利益 205 210 220 188 150 

EBITDA 281 283 291 258 213 

フリー・キャッシ

ュ・フロー 
214 193 190 166 130 

 

J-TAP は、株式交換比率の算定に際し、当社及び光通信から提供を受けた情報及び一般

に公開された情報等を原則としてそのまま採用し、それらの資料及び情報等が、全て正

確かつ完全なものであることを前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検

証を行っておりません。また、両社及びその関係会社の資産及び負債（簿外資産及び負

債、その他偶発債務を含みます。）に関して独自の評価・査定を行っておらず、第三者機

関への鑑定又は査定の依頼も行っておりません。J-TAP は、当社及び光通信の事業計画

の正確性、妥当性及び実現可能性について独自に検証することなくこれらの情報に依拠

しております。J-TAP の算定は、2025 年７月 24 日までの上記情報を反映したものであり

ます。 

 

２. 交換対価として光通信株式を選択した理由（会社法施行規則第 184 条第３項第２号） 

当社及び光通信は、本株式交換の対価として、株式交換完全親会社である光通信の株式を

選択いたしました。 

当社は、かかる交換対価につき、①光通信株式が東京証券取引所プライム市場に上場され

ており、本株式交換の効力発生後も、引き続き同市場において取引機会が確保されているこ

と、及び、②当社の株主の皆様は、光通信株式を交換対価として受け取ることにより上記「１．

株式交換を行う理由」に記載の本株式交換によるシナジーを享受することも期待できること

を考慮した、上記の選択は適切であると考えております。 

なお、本株式交換により、その効力発生日である 2025 年 11 月１日（予定）をもって、当

社は光通信の完全子会社となり、当社株式は、東京証券取引所の上場廃止基準に従い、所定

の手続を経て 2025 年 10 月 30 日に上場廃止（最終売買日は 2025 年 10 月 29 日）となる予定

です。 



 

上場廃止後は、当社株式を東京証券取引所において取引することができなくなりますが、

本株式交換により当社の株主の皆様に割当てられる光通信株式は東京証券取引所プライム

市場に上場されており、本株式交換の効力発生日以後も東京証券取引所プライム市場での取

引が可能であることから、基準時において当社株式を 9,616 株以上保有し、本株式交換によ

り光通信の単元株式数である 100株以上の光通信株式の割当てを受ける株主の皆様に対して

は、株式の保有数に応じて一部単元未満株式の割当てを行う可能性はあるものの、１単元以

上の株式について引続き東京証券取引所プライム市場において取引が可能であり、株式の流

動性は確保できるものと考えています。 

他方、本株式交換により、光通信の単元未満株式を保有することとなる株主の皆様におい

ては、東京証券取引所において当該単元未満株式を売却することはできませんが、光通信に

対して、その保有する単元未満株式の買取りを請求することができます。また、その保有す

る単元未満株式の数と併せて１単元となる数の株式を光通信から買い増すこともできます。

詳細については、上記「１．交換対価の総数又は総額の相当性に関する事項（会社法施行規

則第 184 条第３項第１号）」の「（１）本株式交換に係る割当ての内容」の「（注３）単元未満

株式の取扱い」をご参照ください。 

また、本株式交換に伴い、１株に満たない端数が生じた場合における端数の取扱いの詳細

については、上記「１．交換対価の総数又は総額の相当性に関する事項（会社法施行規則第

184 条第３項第１号）」の「（１）本株式交換に係る割当ての内容」の「（注４）１株に満たな

い端数の処理」をご参照ください。 

なお、当社の株主の皆様は最終売買日である 2025 年 10 月 29 日（予定）までは、東京証券

取引所スタンダード市場において、その保有する当社株式を従来どおり取引することができ

るほか、基準時まで会社法その他の関連法令に定める適法な権利を行使することができます。 

 

３. 当社の株主の利益を害さないように留意した事項（会社法施行規則第 184 条第３項第３号） 

2025 年７月 25 日現在、光通信の子会社が当社株式 5,634,200 株（光通信株式会社が

1,729,300 株、株式会社 UH Partners ２が 832,100 株、株式会社 UH Partners ３が 832,100

株、株式会社エスアイエルが 1,281,000 株、株式会社エヌオーアイが 448,900 株、株式会社

アイビーが 510,700 株、株式会社 HCMA アルファが 100 株所有しております。2025 年４月 30

日現在の発行済株式総数 10,739,000 株から同日現在の自己株式数 1,764,603 株を控除した

数（8,974,397 株）に占める割合に対して 62.78％（小数点以下第三位を四捨五入しておりま

す。））を所有し、当社は光通信の子会社に該当することから、本株式交換の公正性を担保す

る必要があると判断し、以下のとおり公正性を担保するための措置及び利益相反を回避する

ための措置を実施しております。 

 

① 独立した第三者算定機関からの算定書の取得 

当社は、本株式交換における株式交換比率の算定にあたって公正性を期すため、光通信及



 

び当社から独立した第三者算定機関である J-TAP を選定し、2025 年７月 24 日付で、株式交

換比率に関する算定書を取得いたしました。各算定書の概要は上記「（２）本株式交換に係

る割当ての内容の根拠等」の「② 算定に関する事項」をご参照ください。なお、当社は、

第三者算定機関から、本株式交換の株式交換比率が当社の株主にとって財務的見地より公

正である旨の意見書（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。 

 

② 独立した法律事務所からの助言 

当社は、本株式交換に関する法務アドバイザーとして、シティユーワ法律事務所を 2025

年６月中旬に選任し、本株式交換の諸手続及び意思決定の方法・過程等について法的な観点

から助言を得ております。なお、シティユーワ法律事務所は、本株式交換に関して、光通信

及び当社との間で重要な利害関係を有しません。 

また、本特別委員会は、2025 年６月 17 日開催の第１回特別委員会において、シティユー

ワ法律事務所の独立性に特段の問題がないことを確認した上で、当社の法務アドバイザー

として選任することを承認しております。 

 

③ 独立性を有する特別委員会の設置及び答申書の取得 

ア 設置等の経緯 

当社は、2025 年６月６日、光通信から本提案を受け、本株式交換に関する具体的な

検討を開始するに際し、当社取締役会において、本株式交換の是非を審議及び決議す

るに先立って、本株式交換に係る当社取締役会の意思決定に慎重を期し、また、当社取

締役会の意思決定過程における恣意性及び利益相反のおそれを排除し、その公正性を

担保するとともに、当社取締役会において本株式交換を行う旨の決定をすることが当

社の一般株主にとって公正なものであるといえるかどうかについての意見を取得する

ことを目的として、2025 年６月 13 日に、光通信からの独立性及び本株式交換の成否か

らの独立性を有しており、かつ、東京証券取引所に独立役員として届け出ている、当社

の社外取締役である竹中由重氏及び市川雅彦氏並びにＭ＆Ａ業務に従事する専門家と

して本取引の検討を行う専門性・適格性を有すると考えられる外部有識者としてシテ

ィユーワ法律事務所から推薦を受けた須田雅秋氏（公認会計士、須田公認会計士事務

所）の３名により構成される特別委員会（以下「本特別委員会」といいます。）を設置

いたしました。また、本特別委員会の委員の互選により本特別委員会の委員長として

竹中由重氏が選定されました。なお、本特別委員会の委員の報酬は、本株式交換の成否

及び答申内容にかかわらず支払われる固定報酬のみであり、本株式交換の成立を条件

に支払われる成功報酬は含まれておりません。 

また、当社は、本特別委員会に対して、（ａ）本株式交換の目的の合理性（本株式交

換が当社の企業価値の向上に資するか否かを含む。）、（ｂ）本株式交換の取引条件（本

株式交換に係る株式交換比率を含む。）の公正性、（ｃ）本株式交換に係る交渉過程及び



 

意思決定に至る手続の公正性、（ｄ）上記（ａ）から（ｃ）を踏まえ、本株式交換の実

施を決定することが当社の一般株主にとって公正であるといえるか（以下「本諮問事

項」といいます。）について諮問いたしました。加えて、当社は、本特別委員会を当社

取締役会から独立した会議体として位置付け、当社取締役会は、本株式交換に関する

意思決定を行うに際して、本答申書において示された本特別委員会の意見を最大限尊

重する旨を決議しております。 

あわせて、当社は、本特別委員会に対して、（ⅰ）本特別委員会が自ら交渉を行うこ

ともできるほか、適時に交渉状況の報告を受け、重要な局面で意見を述べ、指示や要請

を行うこと等により、取引条件に関する交渉過程に実質的に関与することができる権

限、（ⅱ）必要に応じて自らの外部アドバイザー等（ファイナンシャル・アドバイザー、

第三者算定機関、リーガル・アドバイザー等）を選任し（この場合の費用は当社が負担

する。）、又は、当社が選任する外部アドバイザー等について、指名又は承認（事後承認

を含む。）し、特別委員会として、当社が選任する外部アドバイザー等を信頼して専門

的助言を求めることができると判断した場合には、当該アドバイザー等を活用するこ

とができる権限、並びに（ⅲ）答申を行うにあたって必要となる一切の情報の収集を当

社の役員及び従業員並びに外部アドバイザー等に対して求めることができる権限を付

与することを決議しております。 

 

イ 検討の経緯 

本特別委員会は、2025 年６月 17 日から 2025 年７月 24 日までに、合計 10 回にわた

って開催したほか、情報収集を行い、必要に応じて随時協議等を行う等して、本諮問事

項についての慎重に検討を行いました。 

具体的には、本特別委員会は、当社が選任した第三者算定機関である J-TAP 及び法

務アドバイザーであるシティユーワ法律事務所について、いずれも独立性及び専門性

に問題がないことを確認し、その選任を承認いたしました。 

その上で、両社から、本株式交換の目的、本株式交換に至る背景・経緯、本株式交換

により創出されるシナジーの内容、本株式交換後の経営方針、従業員の取扱い等につ

いて説明を受け、質疑応答を行いました。また、当社からは、本株式交換比率の算定の

前提となる当社の事業計画の作成手続及び内容についても説明を受けました。また、

当社の法務アドバイザーであるシティユーワ法律事務所から、本株式交換に係る当社

取締役会の意思決定の方法・過程等、本特別委員会の運用その他の本取引に係る手続

面の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関して助言を

受けております。さらに、当社の第三者算定機関である J-TAP から、本株式交換比率

の算定方法及び算定結果の説明を受け、質疑応答を行いました。 

なお、本特別委員会は、両社の間における本株式交換に係る協議・交渉の経緯及び内

容について適宜に報告を受けた上で、光通信から本株式交換比率についての最終的な



 

提案を受けるまで複数回にわたり交渉の方針等について協議を行い、当社に意見する

等して、光通信との交渉過程に実質的に関与しております。 

本特別委員会は、かかる手続を経て、本諮問事項について慎重に協議及び検討を行

い、本株式交換の実施を決定することが当社の一般株主にとって公正なものである旨

の答申書を、2025 年７月 24 日付で、委員全員の一致で、当社取締役会に対して提出し

ております。本答申書の内容については、2025 年７月 25 日付当社プレスリリースの別

添 2025 年７月 24 日付「答申書」をご参照ください。 

 

④ 当社における利害関係を有しない取締役全員の承認 

当社は、シティユーワ法律事務所から得た法的助言、J-TAP から取得した株式交換比率算

定書の内容、本特別委員会から入手した本答申書、本特別委員会が光通信との間で実施した

複数回にわたる継続的な協議の内容及びその他の資料を踏まえ、光通信による本株式交換

が当社の企業価値の向上に資するか、本株式交換比率を含む本株式交換に係る取引条件が

公正なものかについて慎重に審議・検討を行った結果、2025 年７月 25 日開催の当社の取締

役会において、本株式交換契約を締結することを決議しております。 

上記の当社の取締役会においては、当社が光通信の子会社であり、本株式交換が構造的な

利益相反の問題及び情報の非対称性の問題が類型的に存在する取引に該当することに鑑み、

当社の取締役会における審議及び決議がこれらの問題による影響を受けるおそれを排除す

る観点から、当社の取締役６名のうち、光通信に在籍している永井裕恭氏及び柴田亮氏を除

く４名の取締役により審議の上、全員一致により上記決議を行っております。 

また、当社の取締役のうち、永井裕恭氏及び柴田亮氏は、上記取締役会を含む本株式交換

に係る取締役会の審議及び決議には参加しておらず、かつ、光通信の立場で本株式交換の協

議及び交渉には参加しておりません。 

 

⑤ 当社における独立した検討体制の構築 

当社は、光通信から独立した立場で、本株式交換に係る検討、交渉及び判断を行う体制を

当社の社内に構築いたしました。具体的には、当社は、2025 年６月６日に、光通信より本

提案を受領した日以降、本株式交換に関する検討（株式交換比率の算定の基礎となる事業計

画の作成を含みます。）並びに光通信との協議及び交渉を行う体制を構築いたしました。 

本特別委員会は、2025 年６月 17 日開催の第１回特別委員会において、シティユーワ法律

事務所の助言を踏まえ、本株式交換について当社内で検討、交渉及び判断を行うにあたり、

当社の取締役のうち光通信に在籍しており本株式交換に関して利害関係を有すると考えら

れる永井裕恭氏及び柴田亮氏については、本株式交換に関する検討、光通信との協議及び交

渉には一切参加しないこととする旨を確認いたしました。 

これらの取扱いを含めて、当社の検討体制に独立性、公正性の観点から問題がないことに

ついて、本特別委員会の承認を得ております。 



 

 

⑥ 他の買収者による買収提案の機会の確保（マーケット・チェック） 

光通信及び当社は、当社が光通信以外の買収提案者（以下「対抗的買収提案者」という。）

と接触することを禁止するような取引保護条項を含む合意等、対抗的買収提案者が当社と

の間で接触することを制限するような内容の合意を一切行っておりません。 

また、本株式交換契約を承認するための当社の臨時株主総会は本株式交換契約の締結が

公表されてから約２ヶ月後である 2025 年９月 30 日に開催予定であり、他の企業買収の事

例と比しても、対抗的買収提案者による機会が十分に確保されています。 

なお、当社は、積極的なマーケット・チェックまでは行っておりませんが、本株式交換に

おいては、上記のとおり間接的なマーケット・チェックは行われているものと認められるほ

か、上記①乃至⑤のとおり、他に十分な公正性担保措置が講じられていることを踏まえる

と、積極的なマーケット・チェックが行われていなくても、それのみにより本取引における

手続の公正性が損なわれるものではないと考えております。 

 

４. 株式交換完全親会社となる光通信の資本金及び準備金の額の相当性に関する事項（会社法

施行規則第 184 条第３項、会社法第 768 条第１項第２号イ） 

本株式交換により増加する光通信の資本金及び資本準備金等の額は、次のとおりでありま

す。かかる取扱いは、光通信の財務状況、資本政策その他の事情を総合的に考慮・検討し、

法令の範囲内で決定したものであり、相当であると判断しております。 

① 資本金      金０円 

② 資本準備金    金０円 

③ 利益準備金    金０円 

④ その他資本剰余金 会社計算規則に定める株主資本等変動額から①及び②の合計額

を控除した金額 

  



 

別紙３ 光通信の定款 

次ページ以降をご参照ください。 
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2017年６月 23日改訂（2017年６月 23日株主総会決議） 

2019年６月 21日改訂（2019年６月 21日株主総会決議） 

2022年９月１日改訂（2022年６月 24日株主総会決議） 

  



第１章 総則 

第１条（商号） 

当会社は、株式会社光通信と称し、英文では、HIKARI  TSUSHIN, INC. と表示する。 

 

第２条（目的） 

当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

（１）電気通信事業法に定める電気通信事業 

（２）電気通信サービス、放送サービスの加入手続きに関する代理店業務 

（３）電気通信機器の販売、リース、輸出入、製造、加工、取付工事及びメンテナンス

業 

（４）オフィス・オートメーション機器、付属機器、付属材料、事務用機器、事務用物

品の販売、リース、取付工事及びメンテナンス業 

（５）コンピュータ及び周辺機器に関するソフトウエアの設計、開発、販売及びメンテ

ナンス業 

（６）コンピュータならびに周辺機器の販売及びメンテナンス業 

（７）市場調査ならびに各種マーケティングリサーチの請負 

（８）情報処理サービス業ならびに情報提供サービス業 

（９）損害保険代理店業務 

（10）出版業 

（11）広告業 

（12）通信販売業 

（13）クレジットカードの取扱業務 

（14）有価証券の取得、保有、投資及び運用 

（15）経営一般に関するコンサルティング 

（16）古物の売買及び賃貸業 

（17）不動産の売買、賃貸、管理、仲介、斡旋、鑑定及びコンサルタント業務 

（18）前各号に関連する調査、企画、研究、開発、教育、研修及びその受託業務 

（19）前各号に付帯又は関連する一切の業務 

（20）前各号に定める業務以外の一切の事業 

 

第３条（本店の所在地） 

当会社は、本店を東京都豊島区に置く。 

 

第４条（機関） 

当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の機関を置く。 

（１）取締役会 

（２）監査等委員会 

（３）会計監査人 

 

第５条（公告の方法） 

当会社の公告は、電子公告により行う。但し、電子公告によることができない事故そ

の他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

 

 

第２章 株式 

第６条（発行可能株式総数） 

当会社の発行可能株式総数は、233,398,568株とし、このうち 183,398,568株は普通株

式、50,000,000株はＡ種株式とする。 



 

第７条（自己株式の取得） 

当会社は、会社法第 165 条第２項の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を

取得することができる。 

 

第８条（Ａ種株式） 

当会社は、議決権のないこと以外は普通株式と異ならないＡ種株式を発行することが

できる。 

２．取締役会の決議により、Ａ種株式は普通株式へ転換することができる。この場合、Ａ

種株式は普通株式に１対１の比率で無償で転換されるものとする。 

３．当会社はいつでもＡ種株式を買い入れ、これを当該買入価額で消却することができる。 

 

第９条（単元株式数） 

当会社の単元株式数は、100株とする。 

 

第 10条（単元未満株式についての権利） 

当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行

使することができない。 

（１）会社法第 189条第２項各号に掲げる権利 

（２）会社法第 166条第１項の規定による請求をする権利 

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを

受ける権利 

（４）次条に定める請求をする権利 

 

第 11条（単元未満株式の買増し） 

当会社の株主は、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を

売り渡すことを当会社に請求することができる。 

 

第 12条（株式取扱規程） 

当会社の株式に関する手続き及び手数料ならびに株主の権利の行使に関する手続きは、

取締役会において定める株式取扱規程による。 

 

第 13条（株主名簿管理人） 

当会社は、株主名簿管理人を置く。 

２．株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、取締役会の決議によって選定する。 

３．当会社の株主名簿及び新株予約権原簿の作成ならびに備置きその他株主名簿及び新株

予約権原簿に関する事務は、これを株主名簿管理人に取扱わせ、当会社においては取扱

わない。 

 

第 14条（基準日） 

当会社は、毎年３月３１日の最終の株主名簿に記録された議決権を有する株主をもっ

て、その事業年度に関する定時株主総会において権利を行使することができる株主とす

る。 

２．前項のほか必要があるときは、取締役会の決議によりあらかじめ公告して臨時に基準

日を定めることができる。 

 

 

 



第３章 株主総会 

第 15条（招集） 

当会社の定時株主総会は、毎年６月にこれを招集し、臨時株主総会は、必要に応じて

これを招集する。 

２．株主総会は、東京都区内においてこれを招集する。 

 

第 16条（招集権者及び議長） 

株主総会は、代表取締役がこれを招集し、議長となる。 

２．代表取締役に事故があるときは、あらかじめ取締役会の定めた順序により、他の取締

役が株主総会を招集し、議長となる。 

 

第 17条（電子提供措置等） 

当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類等の内容である情報について、

電子提供措置をとるものとする。 

２．当会社は、電子提供措置をとる事項のうち、法務省令で定めるものの全部又は一部に

ついて、議決権の基準日までに書面交付請求した株主に対して交付する書面に記載しな

いことができる。 

 

第 18条（決議の方法） 

株主総会の決議は、法令又は本定款に別段の定めある場合を除き、出席した議決権を

行使することができる株主の議決権の過半数をもって行う。 

２．会社法第 309 条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数をもっ

て行う。 

 

第 19条（議決権の代理行使） 

株主は、当会社の議決権を有する他の株主１名を代理人として、その議決権を行使す

ることができる。 

２．前項の場合には、株主又は代理人は株主総会ごとに代理権を証明する書面を当会社に

提出することを要する。 

 

第 20条（株主総会の議事録） 

株主総会の議事録は、法令で定めるところにより書面又は電磁的記録をもって作成する。 

 

 

第４章 取締役、代表取締役及び取締役会 

第 21条（取締役の員数） 

当会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、10名以内とする。 

２．当会社の監査等委員である取締役は、５名以内とする。 

 

第 22条（取締役の選任方法） 

取締役は、監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して、株主総会の決

議によって選任する。 

２．取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。 

３．取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする。 

４．当会社は、法令又は定款で定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場

合に備えて、株主総会において補欠の監査等委員である取締役を選任することができる。 



５．前項の補欠の監査等委員である取締役の選任に係る決議が効力を有する期間は、当該

決議後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会開始の時ま

でとする。 

 

第 23条（取締役の任期） 

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、選任後１年内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとする。 

２．監査等委員である取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時株主総会終結の時までとする。 

３．任期満了前に退任した監査等委員である取締役の補欠として選任された監査等委員で

ある取締役の任期は、退任した監査等委員である取締役の任期の満了する時までとする。 

 

第 24条（代表取締役及び役付取締役） 

取締役会は、その決議によって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の中から

代表取締役を選定する。 

２．取締役会は、その決議によって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の中から

取締役会長、取締役社長各１名、取締役副会長、取締役副社長、専務取締役、常務取締

役各若干名を選定することができる。 

 

第 25条（取締役会の招集権者及び議長） 

取締役会は、法令に別段の定めある場合を除き、代表取締役がこれを招集し、議長と

なる。 

２．代表取締役に事故があるときは、あらかじめ取締役会の定めた順序により、他の取締

役が取締役会を招集し、議長となる。 

 

第 26条（取締役会の招集通知） 

取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各取締役に対して発する。但し、緊急の

必要があるときは、この期間を短縮することができる。 

２．取締役全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで取締役会を開催することが

できる。 

 

第 27条（取締役会の決議方法） 

取締役会の決議は、議決に加わることができる取締役の過半数が出席し、その過半数

をもって行う。 

 

第 28条（取締役会決議の省略） 

取締役が取締役会の決議の目的事項について提案した場合において、当該事項につい

て議決に加わることができる取締役全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示を

したときは、当該事項を可決する旨の取締役会決議があったものとみなす。 

 

第 29条（重要な業務執行の委任） 

当会社は、会社法第 399条の 13第６項の規定により、取締役会の決議によって重要な

業務執行（同条第５項各号に掲げる事項を除く。）の決定の全部又は一部を取締役に委任

することができる。 

 

第 30条（取締役会の議事録） 

取締役会の議事については、法令の定めるところにより書面又は電磁的記録をもって

議事録を作成し、出席した取締役は、これに署名若しくは記名押印し、又は電子署名を



行う。 

 

第 31条（取締役会規程） 

取締役会に関する事項は、法令又は本定款のほか、取締役会において定める取締役会

規程による。 

 

第 32条（取締役の報酬等） 

取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利益は、

監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して、株主総会の決議によって定

める。 

 

第 33条（取締役の責任免除） 

当会社は、会社法第 426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、取締役（取

締役であった者を含む。）の会社法第 423条第１項の賠償責任を、法令に定める限度にお

いて免除することができる。 

２．当会社は、会社法第 427 条第１項の規定により、監査等委員である取締役との間で、

会社法第 423 条第１項の賠償責任について法令に定める要件に該当する場合には損害賠

償責任の限度を法令の定める額とする契約を締結することができる。 

 

 

第５章 監査等委員会 

第 34条（常勤の監査等委員） 

監査等委員会は、その決議によって常勤の監査等委員を選定することができる。 

 

第 35条（監査等委員会の招集通知） 

監査等委員会の招集通知は、会日の３日前までに各監査等委員に対して発する。但し、

緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。 

２．監査等委員全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで監査等委員会を開催す

ることができる。 

 

第 36条（監査等委員会の決議方法） 

監査等委員会の決議は、議決に加わることができる監査等委員の過半数が出席し、そ

の過半数をもって行う。 

 

第 37条（監査等委員会の議事録） 

監査等委員会の議事については、法令で定めるところにより書面又は電磁的記録をも

って議事録を作成し、出席した監査等委員は、これに署名若しくは記名押印し、又は電

子署名を行う。 

 

第 38条（監査等委員会規程） 

監査等委員会に関する事項は、法令又は本定款のほか、監査等委員会において定める

監査等委員会規程による。 

 

 

 

第６章 会計監査人 

第 39条（会計監査人の選任） 

会計監査人は、株主総会の決議によって選任する。 



 

第 40条（会計監査人の任期） 

会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時までとする。 

２．会計監査人は、前項の定時株主総会において別段の決議がされなかったときは、当該

定時株主総会において再任されたものとみなす。 

 

第 41条（会計監査人の責任免除） 

当会社は、会社法第 426 条第１項の規定により、取締役会の決議によって、会計監査

人（会計監査人であった者を含む。）の会社法第 423条第１項の賠償責任について法令に

定める限度において免除することができる。 

２．当会社は、会社法第 427 条第１項の規定により、会計監査人との間で、会社法第 423

条第１項の賠償責任について法令に定める要件に該当する場合には、２億６千万円以上

であらかじめ定めた額又は法令の定める限度額のいずれか高い額を限度としてその責任

を負担するものとする契約を締結することができる。 

 

 

第７章 計算 

第 42条（事業年度） 

当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月 31日までの１年とする。 

 

第 43条（剰余金の配当等） 

当会社は、取締役会の決議によって、会社法第 459 条第１項各号に掲げる事項を定め

ることができる。 

２．当会社は、会社法第 459 条第１項各号に掲げる事項を株主総会の決議によっては定め

ない。 

３．当会社は毎年３月 31日の最終の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し

て金銭による剰余金の配当を行う。 

 

第 44条（中間配当） 

当会社は、取締役会の決議によって、毎年９月 30日の最終の株主名簿に記録された株

主又は登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる。 

 

第 45条（配当金の除斥期間） 

剰余金の配当等及び中間配当は、支払開始の日から満３年を経過してもなお受領され

ないときは、当会社はその支払義務を免れる。 

 

 

附則（監査役の責任免除に関する経過措置） 

当会社は、会社法第 426条第１項の規定により、第 30回定時株主総会において決議さ

れた定款一部変更の効力が生ずる前の任務を怠ったことによる監査役（監査役であった

者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除する

ことができる。 

 

 



 

別紙４ 光通信の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

次ページ以降をご参照ください。 
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事  業  報  告 
  

 

  

（ 2024 
2025 

年 
年 
４ 
３ 
月 
月 
１ 
31 
日から 
日まで ） 

  

1. 企業集団の現況 
（1）当連結会計年度の事業の状況 

  ① 事業の経過および成果 

当連結会計年度（2024年４月１日～2025年３月31日）における我が国経済は、雇用や所得環境等が改善する下で、緩や

かな景気回復の動きが見られる一方、海外経済の減速や金融資本市場の変動、米国政策動向等の影響により、依然として先

行き不透明な状況が続いております。 

当社グループでは、強みである販売力を活かし、電力・ガス、通信回線、宅配水、保険といった長期的に安定した収益が

期待できる事業に取り組んでおります。 

また、脱炭素社会の実現及びSDGs（持続可能な開発目標）の達成に向けて、非化石証書を活用した実質再生可能エネル

ギーを提供する環境配慮型電力サービスの創設、持続可能な水資源の保護、資源・廃棄物の削減など、積極的に社会的責任

を果たせる施策の具体的な検討や取り組みを行っております。 

当連結会計年度においては、自社商材の顧客契約数の増加に伴う将来の安定した収益源となるストック利益（※）の増加

等により、売上収益は686,553百万円（前連結会計年度比14.1％増）、営業利益は105,036百万円（同11.1％増）、円高に伴

う金融費用の増加等により、税引前利益は150,718百万円（同10.3％減）、親会社の所有者に帰属する当期利益は117,523百

万円（同3.8％減）となりました。 

 

（※）ストック利益とは、当社グループが獲得したユーザーによって契約後に毎月支払われる基本契約料金・使用料金・保

険料金等から得られる収入から顧客維持コスト、提供サービスの原価等を除いた利益分のことであります。収入につい

ては、通信キャリア、保険会社などから受け取る場合と、ユーザーから直接受け取る場合とがあります。 
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 当連結会計年度より、事業区分を「電気・ガス」「通信」「飲料」「保険」「金融」「ソリューション」「取次販売」に

変更しております。以下の各事業区分における前連結会計年度との比較については、前連結会計年度の事業区分を当連結会

計年度の事業区分に組み替えて比較しております。 

 

（電気・ガス事業） 

主に中小企業や個人に対して、電気、ガス等の販売・供給を行っております。  

当連結会計年度は、顧客契約数が伸びたことにより将来の安定した収益源となるストック利益が増加し、売上収益は

288,498百万円（前連結会計年度比37.8％増）、営業利益は35,442百万円（同26.2％増）となりました。 

 

（通信事業） 

主に中小企業や個人に対して、通信回線サービスや付帯サービス等の提供を行っております。 

当連結会計年度は、通信回線サービスにおける顧客契約数の減少等により、売上収益は122,594百万円（前連結会計年度

比3.0％増）、営業利益は25,687百万円（同22.3％減）となりました。 

 

（飲料事業） 

主に個人に対して、ナチュラルミネラルウォーターの製造及び宅配形式による販売等を行っております。 

当連結会計年度は、前期に一部連結子会社の株式を譲渡したこと等により、売上収益は79,323百万円（前連結会計年度比

2.2％減）、営業利益は8,139百万円（同0.8％増）となりました。 

 

（保険事業） 

主に中小企業や個人に対して、損害保険や生命保険、保証サービス等の提供を行っております。 

当連結会計年度は、顧客契約数が伸びたことにより将来の安定した収益源となるストック利益が増加し、売上収益は

26,927百万円（前連結会計年度比12.9％増）、営業利益は8,220百万円（同42.0％増）となりました。 
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（金融事業） 

主に中小企業や個人に対して、マイクロファイナンス等の金融サービスの提供を行っております。 

当連結会計年度は、事業環境の安定化に伴う販売品質の改善等により、売上収益は33,141百万円（前連結会計年度比

9.7％増）、営業利益は17,872百万円（同42.7％増）となりました。 

 

（ソリューション事業） 

主に中小企業に対して、顧客管理システムや決済管理システム等のプラットフォーム及び各種ツールの提供を通じた業種

別ソリューションサービスを展開しております。 

当連結会計年度は、EPARK事業における資産整理が進んだこと等により、売上収益は28,016百万円（前連結会計年度比

2.0％減）、営業利益は2,568百万円（同57.4％増）となりました。 

 

（取次販売事業） 

主に中小企業や個人に対して、通信キャリア、メーカー等の各種商品の取次販売を行っております。 

当連結会計年度は、一部連結子会社の株式を譲渡したこと等により、売上収益は108,048百万円（前連結会計年度比1.5％

減）、営業利益は12,376百万円（同10.2％増）となりました。 

 

  ② 設備投資の状況 

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。 
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  ③ 資金調達の状況 

当連結会計年度において、以下の社債を発行したことにより、135,000百万円の資金調達を行いました。 
 

   （当社） 

社 債 の 銘 柄 
第48回無担保社債 
（社債間限定同順位特約
付） 

第49回無担保社債 
（社債間限定同順位特約
付） 

第50回無担保社債 
（社債間限定同順位特約
付） 

発 行 総 額 75,000百万円 10,000百万円 10,000百万円 

各社債の金額 1百万円 1百万円 1百万円 

社 債 の 形 式 
振替法の規定により社債
券は発行されない 

振替法の規定により社債
券は発行されない 

振替法の規定により社債
券は発行されない 

利 率 年2.05％ 年1.073％ 年1.580％ 

発 行 価 格 額面100円につき金100円 額面100円につき金100円 額面100円につき金100円 

償 還 金 額 額面100円につき金100円 額面100円につき金100円 額面100円につき金100円 

払 込 期 日 2024年４月26日 2024年９月11日 2024年９月11日 

償 還 期 限 
2031年４月25日 
 （７年債） 

2027年９月10日 
 （３年債） 

2029年９月11日 
 （５年債） 

利 払 日 毎年４月26日・10月26日 毎年３月11日・９月11日 毎年３月11日・９月11日 

資 金 使 途 
社債償還資金、借入金返
済資金 

社債償還資金 社債償還資金 

 

社 債 の 銘 柄 
第51回無担保社債 
（社債間限定同順位特約
付） 

発 行 総 額 40,000百万円 

各社債の金額 1百万円 

社 債 の 形 式 
振替法の規定により社債
券は発行されない 

利 率 年2.60％ 

発 行 価 格 額面100円につき金100円 

償 還 金 額 額面100円につき金100円 

払 込 期 日 2025年３月12日 

償 還 期 限 
2032年３月12日 
 （７年債） 

利 払 日 毎年３月12日・９月12日 

資 金 使 途 
社債償還資金、借入金返
済資金 
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  ④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況 

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。 

 

  ⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況 

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。 

  

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況 

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。 

  

  ⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況 

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。 
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（2）企業集団の対処すべき課題 

当社グループの経営方針としては、変化し続ける社会情勢や事業環境の中で、その時々の状況に応じた戦略を中長期的視点

から立案し実行し、持続的な企業価値の向上に取り組むこととしております。 

特に、長期安定収益であるストック利益の増加と、高い資本効率の追求を重視し、各商材の新規契約数の増加、より良い商

品・サービスを提供することによる解約率の低下、コスト削減をはじめとした生産性の向上などに取り組んでおります。 

  

（3）直前３連結会計年度および当連結会計年度の財産ならびに損益の状況 
 

区 分 

第35期 

( 2021 
2022 

年 
年 
４ 
３ 
月 
月 
１ 
3 1 

日 か
ら 

日 ま
で 

) 
 

第36期 

( 2022 
2023 

年 
年 
４ 
３ 
月 
月 
１ 
3 1 

日 か
ら 

日 ま
で 

) 
 

第37期 

( 2023 
2024 

年 
年 
４ 
３ 
月 
月 
１ 
3 1 

日 か
ら 

日 ま
で 

) 
 

第38期 
(当連結会計年度) 

( 2024 
2025 

年 
年 
４ 
３ 
月 
月 
１ 
3 1 

日 か
ら 

日 ま
で 

) 
 

売 上 収 益 
（百万円） 

573,029 643,984 601,948 686,553 

営 業 利 益 
（百万円） 

83,567 86,615 94,546 105,036 

税引前利益 
（百万円） 

108,508 118,479 168,000 150,718 

親会社の所
有 者 に 
帰属する当
期 利 益 
（百万円） 

87,537 91,345 122,225 117,523 

基本的１株
当 

たり当期利
益 

（円） 

1,927.09 2,037.65 2,753.52 2,671.18 

資 産 合 計 
（百万円） 

1,451,310 1,691,949 2,078,956 2,371,026 

親会社の所
有 者 
に帰属する
持 分 
（百万円） 

468,677 571,009 790,478 914,768 

１株当たり
親 会 社 
所有者帰属
持 分 
（円） 

10,379.95 12,773.00 17,906.68 20,845.16 

  

（注）1. 第35期については、IFRS第17号を遡及適用した後の数値を記載しております。 
2. 第38期（当連結会計年度）については、前記「(1) 当連結会計年度の事業の状況」に記載のとおりであります。 
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（4）主要な事業内容（2025年３月末日現在） 

当社グループは、当社および当社の連結子会社146社により構成されております。当社は、持株会社としてグループ全体の

経営管理機能を担い、各事業子会社において、主に「電気・ガス」「通信」「飲料」「保険」「金融」「ソリューション」

「取次販売」の事業を行っております。各事業の内容は以下のとおりであります。 
  

事 業 区 分 事 業 内 容 等 

電 気 ・ ガ ス 電気・ガスの販売・供給 

通 信 通信回線サービスや付帯サービスの提供 

飲 料 ナチュラルミネラルウォーターの製造及び宅配形式による販売 

保 険 損害保険や生命保険、保証サービス等の提供 

金 融 マイクロファイナンス等の金融サービスの提供 

ソリューション 
顧客管理システムや決済管理システム等のプラットフォーム及び各種ツー
ルの提供を通じた業種別ソリューションサービスの展開 

取 次 販 売 通信キャリア、メーカー等の各種商品の取次販売 

 

（5）企業集団の主要な事務所（2025年３月末日現在） 
  

本 社 東京都豊島区西池袋一丁目４番10号 

営 業 所 
池袋、上野、札幌、仙台、名古屋、大阪、福岡、沖縄他（当社を含む企業
集団全体の営業所） 

  

（6）企業集団の従業員の状況（2025年３月末日現在） 

  ① 企業集団の従業員の状況 
  

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減 

3,939 名 210名減 
  

（注）1. 上記従業員数に臨時従業員、契約従業員および嘱託従業員の数は含まれておりません。 
なお、最近１年間における臨時従業員の平均雇用人数は922名であります。 

2. 従業員の定年は、満60歳に達した月の末日としております。 

  

  ② 当社の従業員の状況 
  

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

2 名 －名 47.9 歳 24.6 年 
 

（注）1. 上記従業員数に臨時従業員、契約従業員および嘱託従業員の数は含まれておりません。 
2. 従業員の定年は、満60歳に達した月の末日としております。 
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（7）重要な親会社および子会社の状況 

  ① 重要な親会社の状況 

当連結会計年度において該当事項はありません。 

  

  ② 重要な子会社の状況 
  

会社名 資本金 議決権比率 主要な事業内容 

株式会社エフティグループ 1,344百万円 
72.58％ 

（13.02％） 
情報通信機器、OA機器の販
売 

株式会社メンバーズモバイル 101百万円 
100.00％ 

（100.00％） 
法人向け携帯電話の販売 

株式会社プレミアムウォーター
ホ ー ル デ ィ ン グ ス 

4,727百万円 
68.39％ 

（38.93％） 
ミネラルウォーター宅配事業 

テレコムサービス株式会社 101百万円 
100.00％ 

（100.00％） 
携帯電話の販売 

株式会社ジェイ・コミュニケー
シ ョ ン 

100百万円 
100.00％ 

（100.00％） 
携帯電話の販売 

株式会社ネットワークコンサル
テ ィ ン グ 

110百万円 
100.00％ 

（100.00％） 
通信回線サービスの販売等 

株 式 会 社 シ ン ク 101百万円 
100.00％ 

（100.00％） 
通信回線サービスの販売等 

株式会社セレクトネットワーク 100百万円 
100.00％ 

（100.00％） 
通信回線サービスの販売等 

株 式 会 社 ハ ル エ ネ 101百万円 
100.00％ 

（100.00％） 
電力販売事業 

株 式 会 社 E P A R K 90百万円 89.02％ 
各業種に特化したITソリュー

ションの提供 

光 通 信 株 式 会 社 101百万円 100.00％ 有価証券の保有管理 

株 式 会 社 ス ト エ ネ 101百万円 
100.00％ 

（100.00％） 
電力販売事業 

 

（注）1. 議決権比率欄の（ ）内は、当社の子会社が所有する議決権比率を内数で示しております。 
2. 会社名、資本金、議決権比率、主要な事業内容欄は、2025年３月末日現在の情報を記載しております。 
3. 当事業年度末日において特定完全子会社はありません。 

  

  ③ 企業結合の経過 

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。 

  

  ④ 企業結合の結果 

上記②記載の重要な子会社を含め、連結子会社は146社、持分法適用関連会社は97社であります。 
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（8）主要な借入先および借入額（2025年３月末日現在） 
  

借     入     先 借  入  金  残  高 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 28,163 百万円 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 13,467 百万円 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 10,066 百万円 

株 式 会 社 静 岡 銀 行 4,532 百万円 

野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社 4,000 百万円 

（注） 借入金残高欄には、複数の金融機関による協調融資の割当額の残高と協調融資以外の借入額の残高の合計額を記載しております。 

 

（9）剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定めがあるときの権限の行使に関する方針 

当社では、株主に対する利益の還元を経営上重要な施策の一つとして位置づけております。当社は、将来の成長に関する投

資および財務体質の充実・強化を目的として、将来における安定的な企業成長と経営環境の変化に対応するために必要な内部

留保資金を確保しつつ、経営成績に応じた株主への利益還元を継続的に行うことを基本方針としております。 

  

（10）その他企業集団に関する重要な事項 

該当事項はありません。 
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2. 株式に関する事項 
（1）発行可能株式総数 233,398,568 株 

  内訳 普通株式 183,398,568 株 

 Ａ種株式 50,000,000 株 
 
（2）当事業年度末における発行済株式の総数 

 44,269,642 株 

  内訳 普通株式 44,269,642 株 

 Ａ種株式 0 株 
  

（注）自己株式の数を控除しておりません。 
 
（3）当事業年度末の株主数 10,589 名 

 
（4）当事業年度末における大株主（上位10名） 

  

株     主     名 持  株  数 持株比率 

有 限 会 社 光 パ ワ ー  12,736,300 株 29.02 ％ 

野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社 ( 信 託 口 2 0 5 2 2 8 6 ) 4,500,000 株 10.25 ％ 

株 式 会 社 鹿 児 島 東 イ ン ド 会 社 3,300,000 株 7.52 ％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 (信託口 ) 3,185,300 株 7.26 ％ 

合 同 会 社 光 パ ワ ー 本 家 2,352,000 株 5.36 ％ 

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 ( 信 託 口 ) 1,322,685 株 3.01 ％ 

重 田 康 光 1,198,274 株 2.73 ％ 

玉 村 剛 史 1,064,070 株 2.42 ％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 539,746 株 1.23 ％ 

合 同 会 社 光 パ ワ ー Ｚ 400,000 株 0.91 ％ 
 

（注）1. 当社は、当事業年度末日において自己株式を385,681株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 
2. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。 

 
（5）その他株式に関する重要な事項 

該当事項はありません。 
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3. 会社役員に関する事項 
（1）取締役の状況（2025年３月末日現在） 

  

地    位 氏    名 担当および重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 会 長 重 田 康 光  

代 表 取 締 役 社 長 和 田 英 明  

常 務 取 締 役 髙 橋 正 人 投資本部長 

取 締 役 矢 田 尚 子 
有限会社光パワー リサーチ部門 バイスプレジデ
ント 

取 締 役 柳 下 裕 紀 株式会社Aurea Lotus 代表取締役/CEO 

取 締 役 
（ 監 査 等 委 員 ） 

渡 辺 将 敬  

取 締 役 
（ 監 査 等 委 員 ） 

髙 野 一 郎 弁護士 

取 締 役 
（ 監 査 等 委 員 ） 

新 村   健 
トパーズ・キャピタル株式会社 代表取締役 
第一生命ホールディングス株式会社 執行役員 

  

（注）1. 玉村剛史氏および儀同康氏は、2024年６月22日開催の第37回定時株主総会の終結の時をもって、任期満了により退任いたしました。 
2. 取締役柳下裕紀氏、取締役（監査等委員）髙野一郎氏および取締役(監査等委員)新村健氏は、社外取締役であります。なお、上記記載の株式会

社Aurea Lotusならびにトパーズ・キャピタル株式会社および第一生命ホールディングス株式会社と当社との間にはいずれも特別の関係はあり
ません。 

3. 当社は、取締役柳下裕紀氏、取締役（監査等委員）髙野一郎氏および取締役(監査等委員)新村健氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独
立役員として指定し、同取引所に届け出ております。 

4. 取締役（監査等委員）渡辺将敬氏は、長年経理業務を担当しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。 
5. 当社は、監査等委員会の職務を補助するものとして、監査等委員会事務局を設置し、重要会議への出席を通じて情報収集を行うほか、内部統制

システムを通じた組織的監査を実施することにより監査の実効性を確保していることから、常勤の監査等委員を選定しておりません。 
6. 責任限定契約に関する事項 
  当社は、渡辺将敬氏、髙野一郎氏および新村健氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定

する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償額の限度額は、法令の定める範囲内としております。 
7. 役員等賠償責任保険契約に関する事項  
    当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者である取締役がその職務の

執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害等が当該保険契約により補填されま
す。当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社取締役であり、すべての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。 
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（2）社外役員に関する事項 

  ① 当事業年度における主な活動状況 
 

氏  名 
取締役会および監査等委員会への出席状況、取締役会における発言状況 
な ら び に 期 待 さ れ る 役 割 に 対 し て 行 っ た 職 務 の 概 要 

柳下 裕紀 

当事業年度に開催された取締役会９回全てに出席いたしました。取締役会

では株式投資に関する豊富な経験と知識に基づく発言を行うとともに、取

締役会以外の場においてもその幅広い知見に基づき経営陣の業務執行に対

する助言、監督等に係る発言を行う等によりその職責を果たしました。 
また、同氏は、当社グループの投資運営に関する取締役会の諮問機関とし

ての投資監査委員会の委員を務めております。当事業年度において開催さ

れた投資監査委員会３回全てに出席し、同氏の豊富な経験および専門的見

地から適宜発言を行っております。 

髙野 一郎 

当事業年度に開催された取締役会９回全て、監査等委員会12回全てに出

席いたしました。取締役会では法律専門家としての見識に基づく発言を行

うとともに、取締役会以外の場においても弁護士としての専門的見地か

ら、経営陣の業務執行に対する助言、監督等に係る発言を行う等によりそ

の職責を果たしました。 
また、同氏は、当社の取締役の報酬等に関する取締役会の諮問機関として

の報酬委員会の委員長を務めております。当事業年度において開催された

報酬委員会１回全てに出席し、同氏の専門的見地から適宜発言を行ってお

ります。 

新村  健 

当事業年度に開催された取締役会９回のうち８回、監査等委員会12回の

うち11回に出席いたしました。取締役会ではコーポレートファイナンス

に係る豊富な経験と見識に基づく発言を行うとともに、取締役会以外の場

においてもその幅広い見識に基づき経営陣の業務執行に対する助言、監督

等に係る発言を行う等によりその職責を果たしました。 
また、同氏は、当社グループの投資運営に関する取締役会の諮問機関とし

ての投資監査委員会の委員長および当社の取締役の報酬等に関する取締役

会の諮問機関としての報酬委員会の委員を務めております。当事業年度に

おいて開催された投資監査委員会３回全ておよび報酬委員会１回全てに出

席し、同氏の豊富な経験および専門的見地から適宜発言を行っておりま

す。 
  

 

  ② 責任限定契約の内容の概要 

前記(1)注6に記載のとおりです。 
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（3）当事業年度に係る取締役の報酬等 

  ①  取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容に係る 

       決定方針に関する事項 

  当社は、取締役会の決議により、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下本号において同じ。）の個人別の報酬等

の内容に係る決定方針を定めており、当該決定方針は、(i)取締役の報酬が、経営責任の明確化および企業価値の持続的な向

上へのインセンティブとして機能するよう、株主利益との連動を念頭においた報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定は

各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とすること、(ⅱ)個人別の報酬等については、取締役の基本報酬は月例

の固定報酬とし、当社の業績および担当業務における各取締役の貢献や実績に基づき、各取締役の役位および職責ならびに

当社の連結営業利益その他の会社の業績等を総合的に勘案して決定すること、(ⅲ)取締役の個人別の報酬の額は取締役会に

おいて決定するものとし、監査等委員会の意見がある場合はその意見を踏まえて当該決定を行うこと、をその内容の概要と

しております。なお、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容は、当該決定方針に則した検討および取締役会の諮

問機関である報酬委員会への諮問を経て取締役会にて決定されており、取締役会としては当事業年度に係る取締役の個人別

の報酬等の内容が当該決定方針に沿うものであると判断しております。 

 

  ②  取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項 
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬の額は、2017年６月23日開催の第30回定時株主総会において賞与を

含めた報酬等の額として年額600百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議されており

ます。当該定時株主総会終結時点の監査等委員以外の取締役の員数は４名です。 
監査等委員である取締役の報酬等の額は、2017年６月23日開催の第30回定時株主総会において年額40百万円以内と決議

されております。当該定時株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は３名です。 

 

  ③  取締役の報酬等の総額等 
 

区          分 人     数 報 酬 等 の 額 

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ） 
（ う ち 社 外 取 締 役 ） 

７名 
（１名） 

438百万円 
（６百万円） 

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 
（ う ち 社 外 取 締 役 ） 

３名 
（２名） 

18百万円 
（12百万円） 

計 10名 456百万円 
 

（注）取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 
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4. 新株予約権等に関する事項 
（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況（2025年３月末日現在） 

該当事項はありません。 

 

（2）当事業年度中に従業員等に交付した新株予約権の状況 

該当事項はありません。 
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（3）その他新株予約権等の状況（2025年３月末日現在） 

当社は、当社グループの業績向上に対する意欲や士気を高め、長期的な業績向上を図ることを目的とし、以下のとおり、当

社の取締役および従業員ならびに当社子会社の取締役に対し、有償にて本新株予約権を発行しております。 

・2017年11月14日開催の取締役会決議による新株予約権 
 

名称 第20回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社従業員    ４ 
当社子会社取締役 １ 

新株予約権の数（個） 150 

新株予約権の目的となる株式の 
種類、内容及び数（株） 

普通株式 15,000（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額
（ 円 ） 

16,279（注）２ 

新株予約権の行使期間 2022年７月１日～2027年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額（円） 

発行価格 16,500 
資本組入額 8,250 

 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

1．新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要す
る。 

2．新株予約権の質入、担保供与その他の処分をすることがで
きない。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

（注）４ 

 

（注）1. 新株予約権１個当たりの目的である株式の数は100株とする。 
但し、本新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下、株式分割の記
載につき同じ。）又は株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により目的たる株式の数を調整する。 
調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

また、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転を行う場合等、目的となる株式の数の調整を必要とする事由が
生じた場合は、合併等の条件を勘案の上、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 
なお、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で本新株予約権の新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）が権利行使していない
本新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

2. 本新株予約権の割当日後、以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。 
（1）割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げ

る。 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 
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（2）割当日後、当社が、次の(a)若しくは(b)に該当する場合又はこれらの可能性がある場合は、次の算式により行使価額を調整するものとし、調
整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 

（a）時価を下回る１株当たり払込金額をもって当社普通株式を新規に発行又は自ら保有する当社普通株式を移転等処分する場合（新株予約権の
行使に基づき当社普通株式を交付する場合を除く。）  

（b）時価を下回る１株当たり払込金額をもって当社普通株式を取得し得る新株予約権又は新株予約権を付与された証券が行使された場合に、当
社普通株式を発行又は自ら保有する当社普通株式を処分する場合 

 
調整後 
行使価額 

 
＝ 

 
調整前 
行使価額 

 
× 
既発行株式数＋ 

新規発行 
株式数 

× 
１株当たり 
払込金額 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
上記の算式において、「既発行株式数」は、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除した数をいい、自己株式の処分を
行う場合は、「新規発行株式」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、それぞれ読み替え
る。また、上記において使用する時価は、調整後行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所に
おける当社普通株式の普通取引の終値の平均値（当日付で終値のない日数を除く。）とする（この場合の平均値の計算は、円位未満小数第
２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。）。 

（3）上記(1)及び(2)のほか、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換、株式移転を行う場合等、行使価額の調整を必要とする
事項が生じた場合は、合併等の条件を勘案の上、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。 

3. 新株予約権の行使の条件は以下のとおりである。 
（1）本新株予約権者は、以下の(a)及び(b)の条件をすべて満たした場合にのみ、本新株予約権を行使することができる。 
（a）2018年３月期から2022年３月期までの各連結会計年度に係る当社の連結損益計算書（当社が金融商品取引法に基づき提出した有価証券報告

書に記載された当社の連結損益計算書をいう。以下同じ。）上の売上収益に関し、４以上の連結会計年度において、当該連結会計年度の売
上収益がその直前連結会計年度の売上収益を上回っていること。  

（b）2022年３月期の当社の連結損益計算書上の営業利益が、66,935百万円以上であること。 
（2）2018年３月期から2022年３月期までの各連結会計年度に係る当社の連結損益計算書上の営業利益に関し、以下に記載する各連結会計年度にお

ける営業利益の目標数値を、２連結会計年度連続で下回った場合、当該連続した連結会計年度のうち２期目の連結会計年度に係る有価証券報
告書を当社が金融商品取引法に基づき提出した日をもって、本新株予約権は消滅する。 
2018年３月期 45,717百万円 
2019年３月期 50,289百万円 
2020年３月期 55,318百万円 
2021年３月期 60,850百万円 
2022年３月期 66,935百万円 

（3）上記(1)及び(2)に関し、国際財務報告基準の適用等により、参照すべき売上収益、営業利益の概念に重要な変更があった場合には、上記指標
に相当する指標で別途参照すべきものを取締役会にて合理的に定めるものとする。 

（4）本新株予約権者は、権利行使時において当社若しくは当社子会社の取締役又は従業員の地位を保有していることを要する。但し、当社と本新
株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定める正当な理由がある場合はこの限りでない。なお、新株予約権割当契約に定める正当
な理由とは、以下の事項をいう。 

（a）本新株予約権者が当社又は当社子会社の監査役に就任した場合  
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（b）本新株予約権者が会社都合により当社若しくは当社子会社の取締役又は従業員の地位を喪失した場合（但し、本新株予約権者が懲戒解雇若
しくは解任された場合及び下記(5)に記載の場合に該当する場合を除く。） 

（5）本新株予約権者が著しい非違行為を行った場合、重大な職務違反行為を行った場合又は当社と競業関係にある会社・組織等の取締役、監査
役、執行役、執行役員、従業員、顧問、相談役若しくはコンサルタントに就任若しくは就職した場合（当社の事前の書面による承諾を得た場
合を除く。）であって、本新株予約権者に本新株予約権の行使を認めることが相当でないと当社が合理的に判断したときは、当社は本新株予
約権者に対してかかる場合に該当する事由が発生したことを通知するものとし、当社よりかかる通知を受けた本新株予約権者は、本新株予約
権を行使することができなくなるものとする。 

（6）本新株予約権者による本新株予約権の行使に係る年間行使額の制限は、次の各号のとおりとする。 
（a）2022年７月１日から2023年６月30日までの期間における本新株予約権の行使：本新株予約権の行使期間開始日（2022年７月１日）から本

新株予約権行使日（本新株予約権行使日を含む。以下本(6)において同じ。）までの期間における本新株予約権の行使に係る払込金額（上記
(5)に記載の各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額に、行使に係る本新株予約権の個数を乗じた金額の全額をいう。以下本
(6)において同じ。）の合計額の、行使総額（上記(5)に記載の各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額に、各本新株予約権者
が自己に割り当てられた本新株予約権の個数を乗じた金額の全額をいう。以下本(6)において同じ。）に対する割合が、３分の１を超えては
ならない。  

（b）2023年７月１日から2024年６月30日までの期間における本新株予約権の行使：本新株予約権の行使期間開始日（2022年７月１日）から本
新株予約権行使日までの期間における本新株予約権の行使に係る払込金額の合計額の、行使総額に対する割合が、３分の２を超えてはなら
ない。 

（c）2024年７月１日から本新株予約権の行使期間満了日までの期間における本新株予約権の行使：行使制限は定めない。 
（7）その他の条件については、取締役会決議に基づき、本新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。 
4. 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以下総称して「組織再編行為」とい

う。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存する本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権
者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約
権を新たに発行するものとする。但し、以下の条件に従って、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収
分割契約、新設分割計画、株式交換契約、株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 
残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 
再編対象会社の普通株式とする。 

（3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）1に準じて決定する。 

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「新株予約権の行使時の払込金額」及び（注）2で定められる行使価
額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後行使価額に、上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対
象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

（5）新株予約権を行使することができる期間 
上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日
から、「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権の行使することができる期間の満了日までとする。 
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（6）新株予約権の行使の条件 
上記（注）3に準じて決定する。 

（7）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２
分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。また、新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資
本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額とする。 

（8）譲渡による新株予約権の取得の制限 
新株予約権を譲渡するには、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

（9）新株予約権の取得事由及び条件 
（a）新株予約権者が新株予約権行使の条件により権利を行使できる条件に該当しなくなった場合には、再編対象会社は、取締役会が別に定める

日に、当該新株予約権を無償で取得することができる。  
（b）再編対象会社が消滅会社となる合併契約承認の議案、再編対象会社が分割会社となる吸収分割契約若しくは新設分割計画承認の議案、又は

再編対象会社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な
場合には、取締役会決議がなされた場合）には、再編対象会社は、取締役会が別に定める日に、当該新株予約権を無償で取得することがで
きる。 

（10）組織再編等の際の新株予約権の取扱い 
本(10)に準じて決定する。  
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・2018年５月21日開催の取締役会決議による新株予約権 
 

名称 第21回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役 ２ 
当社従業員 ６ 

新株予約権の数（個） 420 

新株予約権の目的となる株式の 
種類、内容及び数（株） 

普通株式 42,000（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額
（ 円 ） 

18,010（注）２ 

新株予約権の行使期間 2023年７月１日～2027年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額（円） 

発行価格 18,050 
資本組入額 9,025 

 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

1．新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要す
る。 

2．新株予約権の質入、担保供与その他の処分をすることがで
きない。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

（注）４ 

 

（注）1. 新株予約権１個当たりの目的である株式の数は100株とする。 
但し、本新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下、株式分割の記
載につき同じ。）又は株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により目的たる株式の数を調整する。 
調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

また、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転を行う場合等、目的となる株式の数の調整を必要とする事由が
生じた場合は、合併等の条件を勘案の上、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 
なお、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で本新株予約権の新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）が権利行使していない
本新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

2. 本新株予約権の割当日後、以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。 
（1）割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げ

る。 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 
（2）割当日後、当社が、次の(a)若しくは(b)に該当する場合又はこれらの可能性がある場合は、次の算式により行使価額を調整するものとし、調

整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 
（a）時価を下回る１株当たり払込金額をもって当社普通株式を新規に発行又は自ら保有する当社普通株式を移転等処分する場合（新株予約権の

行使に基づき当社普通株式を交付する場合を除く。）  
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（b）時価を下回る１株当たり払込金額をもって当社普通株式を取得し得る新株予約権又は新株予約権を付与された証券が行使された場合に、当
社普通株式を発行又は自ら保有する当社普通株式を処分する場合 

 
調整後 
行使価額 

 
＝ 

 
調整前 
行使価額 

 
× 
既発行株式数＋ 

新規発行 
株式数 

× 
１株当たり 
払込金額 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
上記の算式において、「既発行株式数」は、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除した数をいい、自己株式の処分を
行う場合は、「新規発行株式」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、それぞれ読み替え
る。また、上記において使用する時価は、調整後行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所に
おける当社普通株式の普通取引の終値の平均値（当日付で終値のない日数を除く。）とする（この場合の平均値の計算は、円位未満小数第
２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。）。 

（3）上記(1)及び(2)のほか、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換、株式移転を行う場合等、行使価額の調整を必要とする
事項が生じた場合は、合併等の条件を勘案の上、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。 

3. 新株予約権の行使の条件は以下のとおりである。 
（1）本新株予約権者は、2023年３月期の当社の連結損益計算書上の営業利益が74,800百万円を超過した場合にのみ、本新株予約権を行使すること

ができる。 
（2）2019年３月期から2023年３月期までの各連結会計年度に係る当社の連結損益計算書上の営業利益に関し、以下に記載する各連結会計年度にお

ける営業利益の目標数値を、２連結会計年度連続で下回った場合、当該連続した連結会計年度のうち２期目の連結会計年度に係る有価証券報
告書を当社が金融商品取引法に基づき提出した日をもって、本新株予約権は消滅する。  
2019年３月期 55,000百万円 
2020年３月期 59,400百万円 
2021年３月期 64,200百万円 
2022年３月期 69,300百万円 
2023年３月期 74,800百万円 

（3）上記(1)及び(2)に関し、国際財務報告基準の適用等により、参照すべき営業利益の概念に重要な変更があった場合には、上記指標に相当する
指標で別途参照すべきものを取締役会にて合理的に定めるものとする。 

（4）本新株予約権者は、権利行使時において当社若しくは当社子会社の取締役又は従業員の地位を保有していることを要する。但し、当社と本新
株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定める正当な理由がある場合はこの限りでない。なお、新株予約権割当契約に定める正当
な理由とは、以下の事項をいう。 

（a）本新株予約権者が当社又は当社子会社の監査役に就任した場合  
（b）本新株予約権者が会社都合により当社若しくは当社子会社の取締役又は従業員の地位を喪失した場合（但し、本新株予約権者が懲戒解雇若

しくは解任された場合及び下記(5)に記載の場合に該当する場合を除く。） 
（5）本新株予約権者が著しい非違行為を行った場合、重大な職務違反行為を行った場合又は当社と競業関係にある会社・組織等の取締役、監査

役、執行役、執行役員、従業員、顧問、相談役若しくはコンサルタントに就任若しくは就職した場合（当社の事前の書面による承諾を得た場
合を除く。）であって、本新株予約権者に本新株予約権の行使を認めることが相当でないと当社が合理的に判断したときは、当社は本新株予
約権者に対してかかる場合に該当する事由が発生したことを通知するものとし、当社よりかかる通知を受けた本新株予約権者は、本新株予約
権を行使することができなくなるものとする。 
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（6）本新株予約権者による本新株予約権の行使に係る年間行使額の制限は、以下の各号のとおりとする。 
（a）2023年７月１日から2024年６月30日までの期間における本新株予約権の行使：本新株予約権の行使期間開始日（2023年７月１日）から本

新株予約権行使日（本新株予約権行使日を含む。以下本(6)において同じ。）までの期間における本新株予約権の行使に係る払込金額（上記
(5)に記載の各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額に、行使に係る本新株予約権の個数を乗じた金額の全額をいう。以下本
(6)において同じ。）の合計額の、行使総額（上記(5)に記載の各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額に、各本新株予約権者
が自己に割り当てられた本新株予約権の個数を乗じた金額の全額をいう。以下本(6)において同じ。）に対する割合が、３分の１を超えては
ならない。  

（b）2024年７月１日から2025年６月30日までの期間における本新株予約権の行使：本新株予約権の行使期間開始日（2023年７月１日）から本
新株予約権行使日までの期間における本新株予約権の行使に係る払込金額の合計額の、行使総額に対する割合が、３分の２を超えてはなら
ない。 

（c）2025年７月１日から本新株予約権の行使期間満了日までの期間における本新株予約権の行使：行使制限は定めない。 
（7）その他の条件については、取締役会決議に基づき、本新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。 
4. 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以下総称して「組織再編行為」とい

う。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存する本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権
者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約
権を新たに発行するものとする。但し、以下の条件に従って、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収
分割契約、新設分割計画、株式交換契約、株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 
残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 
再編対象会社の普通株式とする。 

（3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）1に準じて決定する。 

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「新株予約権の行使時の払込金額」及び（注）2で定められる行使価
額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後行使価額に、上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対
象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

（5）新株予約権を行使することができる期間 
上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日
から、「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権の行使することができる期間の満了日までとする。 

（6）新株予約権の行使の条件 
上記（注）3に準じて決定する。 

（7）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２
分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。また、新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資
本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額とする。 
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（8）譲渡による新株予約権の取得の制限 
新株予約権を譲渡するには、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

（9）新株予約権の取得事由及び条件 
（a）新株予約権者が新株予約権行使の条件により権利を行使できる条件に該当しなくなった場合には、再編対象会社は、取締役会が別に定める

日に、当該新株予約権を無償で取得することができる。  
（b）再編対象会社が消滅会社となる合併契約承認の議案、再編対象会社が分割会社となる吸収分割契約若しくは新設分割計画承認の議案、又は

再編対象会社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な
場合には、取締役会決議がなされた場合）には、再編対象会社は、取締役会が別に定める日に、当該新株予約権を無償で取得することがで
きる。 

（10）組織再編等の際の新株予約権の取扱い 
本(10)に準じて決定する。  
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5. 会計監査人に関する事項 
（1）会計監査人の名称 

有限責任 あずさ監査法人 

 

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

215百万円 
（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら

ず、実質的にも区分できませんので、上記(2)に記載の金額にはこれらの合計額を記載しております。  
2. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて

必要な検証を行い、会計監査人の報酬の額について相当であると判断し、同意しております。 

 

（3）当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 

370百万円 
（注）当社の子会社のうち、株式会社エフティグループなどは、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人の監査を受けております。 

 

（4）非監査業務の内容 

当社は、有限責任 あずさ監査法人に対して、社債発行に係るコンフォートレター作成業務の対価を支払っております。 

 

（5）責任限定契約に関する事項 

当社と会計監査人有限責任 あずさ監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結いたしております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、監査受嘱者に悪意または重大な過失が

あった場合を除き、260百万円または監査受嘱者の会計監査人としての在職中に報酬その他の職務執行の対価として当社から

受け、または受けるべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に２を乗じて得た額のいずれか高い額と

しております。 

 

（6）会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出する

会計監査人の解任または不再任の議案の内容を決定いたします。 

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づ

き、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会にお

いて、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。 
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6. 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況 
（1）業務の適正を確保するための体制 

当社の業務の適正を確保するための体制の整備等について、取締役会で決議した内容の概要は次のとおりであります。 

① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

a. コンプライアンス担当取締役を定め、コンプライアンス体制に係る規程を制定し、取締役および従業員が法令・定款・

社内規程およびその他これに準ずる基本方針等を遵守した行動をとるための行動規範を定めるものとします。  

b. 社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、断固とした姿勢・毅然とした態度で対応するものとし、当

社が定める基本方針に則り、反社会的勢力との関係遮断に取り組むものとします。  

c. 内部監査部門は、コンプライアンスの状況を監査し、これらの活動は定期的にコンプライアンス担当取締役もしくは代

表取締役に報告するものとします。  

d. 法令上疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う窓口を設置するものとします。  

e. 財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他の関連法令に従い、財務報告に係る内部統制の整備および運

用を行うものとします。  

 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制  

取締役は、その職務の執行に係る文書につき、当社が定める文書取扱規程に従い、適切に保管および管理するものとしま

す。また、取締役は、必要に応じて随時当該文書の閲覧をすることができるものとします。  

 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

a. 当社のリスク管理を定めた危機管理規程を制定し、リスクカテゴリーごとの担当部署および担当責任者を設置し、継続

的に管理するものとします。  

b. 内部監査部門が各部署のリスク管理の状況を監査し、コンプライアンス担当取締役もしくは代表取締役に報告するもの

とします。  

c. リスクに関する情報は迅速かつ正確に関係部署に報告されるようにするものとします。  

 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務の執行の効率化を図るものとします。  
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イ．職務権限・意思決定ルールの策定および見直し  

ロ．取締役および事業部長を構成員とする経営会議の実施  

ハ．予算管理規程に基づく中長期計画の策定、事業部門ごとの業績目標と予算の設定、および月次・四半期業績管理の実施  

ニ．経営会議および取締役会による月次もしくは四半期ごとの業績のレビューと改善策の実施  

 

⑤ 企業集団における業務の適正を確保するための体制  

a. 当社は、子会社における業務の適正を確保するため、子会社のセグメント別の事業ごとに、それぞれの責任を負う担当

取締役または担当部署および担当責任者を設置して責任体制を明確化するとともに、取締役、関係部署および責任者が

連携して、子会社における職務執行および事業状況、リスク事項等に係る情報共有を図り、子会社におけるコンプライ

アンス・法令遵守体制、リスク管理体制を構築するものとします。  

b. 当社の内部監査部門は、子会社の業務全般に関する監査を実施し、検証および助言等を行うものとします。  

c. 当社は、子会社の自主性および上場子会社の独立性を尊重しつつ、当社における承認事項および当社に対する報告事項

等を明確にし、その執行状況をモニタリングするものとします。また、セグメント別の事業ごとに設置された担当取締

役または担当部署および担当責任者を通じて、子会社の事業の状況に関する定期的な報告を受けるとともに、重要事項

についての事前協議を行うものとします。  

d. 当社は、当社グループ全体のリスク管理の方針を危機管理規程において定めるとともに、グループ全体のリスク管理を

統括する部署を設置し、グループ各社におけるリスク管理について、総括的に監査を行い、管理するものとします。な

お、当該リスク管理統括部署は、子会社におけるリスク管理状況に関する監査結果を、定期的にコンプライアンス担当

取締役または代表取締役に報告するものとします。  

e. 当社は、子会社の経営に重大な影響を与える事態を把握した場合には、コンプライアンス担当取締役または代表取締役

を長とする対策委員会を設置し、外部専門家とも連携し、適時適切に対応することにより、子会社の損害の拡大の防止

に努めるものとします。  

f． 当社は、子会社の機関設計および業務執行体制につき、子会社の事業、規模、当社グループ内における位置付け等を勘

案の上、定期的に見直し、効率的にその業務が執行される体制が構築されるよう、監督するものとします。  
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g. 当社は、子会社における意思決定について、子会社の取締役会規程、職務権限規程その他の各種規程に基づき、子会社

における業務執行者の権限と責任を明らかにさせ、組織的かつ効率的な業務執行が行われるよう、必要に応じて指導を

行うものとします。  

h. 当社は、子会社の役員および従業員に対し、当社および子会社に共通して適用されるコンプライアンスに係る規程また

は方針を策定し、法令・定款・社内規程およびその他これに準ずる基本方針等を遵守した行動をとるための行動規範を

浸透させるものとします。当社は、当社の内部監査部門を通じて、定期的に子会社に対する内部監査を実施し、内部監

査部門に、その結果をコンプライアンス担当取締役または代表取締役に報告させることにより、子会社における法令・

定款違反を未然に防止するとともに、発見された問題への対策を適時適切に講じるものとします。  

 

⑥ 監査等補助人の設置ならびに監査等補助人の独立性および監査等委員会の監査等補助人への指示の実効性を確保するため

の体制  

a. 当社は、監査等委員会から要請があった場合、必要な員数および求められる資質について監査等委員会と協議の上、監

査等委員会の職務を補助する従業員（以下「監査等補助人」といいます。）を配置するものとします。  

b. 監査等補助人の任命・解任・人事異動・人事評価・懲戒処分に関しては、あらかじめ監査等委員会の同意を得て、取締

役会にて決定するものとします。  

c. 監査等補助人は、他の職務の兼任を妨げられないものとします。ただし、監査等委員会から兼任する職務内容を変更す

るよう請求があった場合には、合理的な理由がない限り、当社は、当該監査等補助人の兼任職務内容を変更するものと

します。なお、監査等補助人は、監査等委員会の職務の補助業務に関しては、監査等委員会の指揮命令下で業務を行い、

監査等委員会以外からの指揮命令は受けないものとします。  

d. 取締役および従業員は、監査等委員会の要請により、以下の措置を講じるほか、監査等補助人の業務が円滑に行われる

よう監査環境の整備に協力するものとします。  

イ．監査等補助人が、監査等委員に同行し、取締役会その他の重要会議に出席する機会を確保すること。  

ロ．監査等補助人が、監査等委員に同行し、代表取締役、業務執行取締役や会計監査人との意見交換の場に参加すること。  
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⑦ 取締役および使用人ならびに子会社の役員および使用人が当社の監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委

員会への報告に関する体制  

a. 取締役および従業員は、次に定める事項を監査等委員会に報告するものとします。  

イ．会社に著しい影響を及ぼすおそれのある事項  

ロ．内部監査状況およびリスク管理に関する重要な事項  

ハ．重大な法令・定款違反  

b. 子会社の取締役、監査役および従業員が、子会社に関する前項各号に定める事項を発見した場合は、当該子会社の取締

役もしくは監査役を介して、または直接に、当社の担当部署に報告を行うものとし、当該報告を受けた者は、速やかに、

当該事項を当社の監査等委員会に報告を行うこととします。なお、当社は、これらに係る必要な体制の整備を行うもの

とします。  

c. 当社の取締役および従業員ならびに子会社の取締役、監査役および従業員は、法令および社内規程に定められた事項の

ほか、当社の監査等委員会から報告を求められた事項について、速やかに当社の監査等委員会に報告するものとします。  

d. 前三項に係る報告をした者が、当該報告を理由として、人事上その他一切の点で当社から不利益な取扱いを受けること

がないようにするものとします。  

e. 前項に伴い、監査等委員会は、取締役もしくは従業員または子会社の取締役、監査役もしくは従業員から得た情報につ

いて、第三者に対する報告義務を負わないものとするとともに、監査等委員会は、報告をした者の異動、人事評価およ

び懲戒等に関して、取締役にその理由の開示を求めることができるものとします。  

 

⑧ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制  

a. 監査の実効性を確保するため、取締役および従業員ならびに子会社の取締役、監査役および従業員は、当社の監査等委

員会がその職務を執行するために必要とする報告を求めたときは、その職務の執行に関する事項の説明を行うものとし

ます。  

b. 当社は、監査等委員会が要請した場合、当該要請に応じられない合理的な理由がある場合を除き、監査等委員会の職務

に適した監査等委員会室を設置するものとします。なお、監査等委員会室の設置に関する事項に関しては、あらかじめ

監査等委員会の同意を得て、取締役会にて決定するものとします。  

c. 当社は、監査等委員会が要請した場合、監査等委員会が代表取締役・業務執行取締役や会計監査人と意見交換をする場

を設けるものとします。  

d. 内部監査部門は、監査等委員会と定期的に内部監査結果について協議および意見交換をするなどし、情報交換および緊

密な連携を図るものとします。  

e. 当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払いまたは支出した費用等の償還、負担した債務の弁済

を請求したときは、その費用等が監査等委員の職務の執行について生じたものでないことを証明できる場合を除き、こ

れに応じるものとします。  

f． 当社は、社外取締役として、弁護士、公認会計士、税理士その他外部専門家を選任するよう努めるものとし、また、監

査等委員会の合理的な要請により、当社の費用負担により、独自のアドバイザーとして、弁護士、公認会計士その他外

部専門家の助言を受けることができるような体制を整えるものとします。  

 

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況  

当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりです。  

① 取締役および使用人の職務執行について  

a. 取締役会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名（うち社外取締役１名）と監査等委員である取締役３名

（うち社外取締役２名）の合計８名（2025年３月末日現在）の取締役で構成され、当事業年度においては９回開催さ

れました。取締役会の構成に関しては、経営の迅速化と牽制機能の強化を目的として、代表取締役２名の体制を採って

おります。 

b. 取締役会の諮問機関として報酬委員会および投資監査委員会を設置しております。報酬委員会は、独立社外取締役２名

と取締役１名の合計３名の取締役で構成され、取締役の報酬等に係る事項の取締役会からの諮問に対する答申等を行っ

ております。また、投資監査委員会は、独立社外取締役２名と取締役１名の合計３名の取締役で構成され、当社グルー

プにおける投資運営に関する事項に係る取締役会からの諮問に対する答申等を行っております。 

c. 取締役および各事業部門の責任者で構成される各種会議を定期的にまたは必要に応じて随時開催し、当該会議において

は各事業部門の責任者より重要な業務執行に関する事項について報告がなされ、取締役出席のもと慎重に議論がなされ

ております。  

d. 情報管理に関するグループ従業員の意識向上を目的に、内部監査部門において定期的に情報管理に係る社員研修や各事

業所の実査を行っております。  

e. ｢反社会的組織や暴力団に関する心得および行動基本方針」を定め、グループ全体として企業対象暴力に対する認識と

対応フローを統一することを目的として、「企業対象暴力（反社会的団体）対応マニュアル」を作成し、社内ホームペ

ージ等に掲載し、社内での周知徹底を図っております。  
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② リスク管理の体制および状況について  

代表取締役社長直轄の内部監査部門において、当社および当社グループ会社の業務活動全般に関し、リスクマネジメント

の一環として、その妥当性や会社資源の活用状況、法令・社内規程の遵守状況について、定期的に（年２回以上）内部監査

を実施するとともに、リスクカテゴリーごとのリスク管理およびリスクへの対処に関する教育や啓蒙を適宜行っております。

また、内部監査部門は、リスク情報の吸上げならびに適切な共有および報告により当社および当社グループ会社における適

切なリスクマネジメント体制を確保するとともに、具体的なリスクに関する助言や勧告を適宜行い、リスクの発生の未然の

防止や対応方法の改善を図っております。  

 

③ 企業集団の業務の適正性の確保について  

当社および当社子会社からなるグループ企業集団のガバナンスに関しては、持株親会社である当社内の管理部門が子会社

の管理部門と連携を図り、事業会社である各子会社の事業部門への牽制機能および監督機能を確保しております。なお、管

理機能別には以下の施策を行っております。  

イ．財務・経理・IR部門：各子会社の経営状況を管理・分析し、経営に反映するとともに、適正な開示を行い、透明性の確

保を図っております。  

ロ．法務・審査部門：各子会社業務のコンプライアンスを管理・監督し、また、取引与信枠の設定や潜在リスクの発見・回

避等、経営リスクの管理を行っております。  

ハ．人事・教育部門：各子会社の人事・教育部門と連携し、成果主義の原則に基づく評価基準や報酬体系を各社の実情に即

した形や内容で導入することで、実力主義の徹底を図っております。  

ニ．システム部門：各子会社のシステム部門と定期的に情報交換を行い、各種システムの刷新や情報セキュリティ強化に努

めております。  

ホ．内部監査部門：グループ従業員に対する適正な行動規範や情報管理への意識の向上を目的として、各子会社で実施して

いる情報管理に関する社員研修や各事業所の監査に係る実査の状況や内容の確認を行い、各子会社の監査部門と連携し

ながら、コンプライアンス・情報管理体制の維持・強化を図っております。  

ヘ．内部統制部門：金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の整備および運用に係る体制確保の一環として、主に

経理部門・業務管理部門の業務監査、内部統制評価を行っております。  
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④ 監査等委員会の職務の執行について  

a. 監査等委員会は、監査等委員である取締役３名（うち社外取締役２名）で構成され、経営に対する監視機能を担ってお

ります。  

b. 監査等委員会は、監査等委員会において定めた監査計画および方針に基づき、重要な会議への出席、当社グループの経

営・業務全般への調査・ヒアリング等を通じて厳正な監査を行うとともに、当社代表取締役社長および他の取締役、内

部監査室、会計監査人との間で意見交換会を実施し、情報交換等の連携を図っております。 

 

7. 会社の支配に関する基本方針 
当事業年度において該当事項はありません。 

 

8. その他株式会社の状況に関する重要な事項 
当事業年度において該当事項はありません。 

 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
（注）事業報告に記載の金額については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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連結財政状態計算書 
 

 

 

（2025年３月31日現在） 
（単位：百万円） 

 

科       目 金    額 科       目 金    額 

（資産の部）  （負債の部）  

流動資産 848,880 流動負債 505,183 

現金及び現金同等物 470,273 
営業債務及びその他の債

務 
284,742 

営業債権及びその他の債
権 

332,327 保険契約負債 5,582 

再保険契約資産 823 有利子負債 179,876 

棚卸資産 2,356 未払法人所得税 17,999 

その他の金融資産 17,949 その他の金融負債 771 

その他の流動資産 25,148 その他の流動負債 16,211 

非流動資産 1,522,145 非流動負債 922,272 

有形固定資産 38,975 有利子負債 754,444 

使用権資産 5,236 引当金 417 

のれん 18,798 繰延税金負債 151,987 

無形資産 6,696 その他の非流動負債 15,423 

持分法で会計処理されて
い る 投 資 

205,485 負 債 合 計 1,427,456 

その他の金融資産 1,182,904 （資本の部）  

繰延税金資産 7,974 
親会社の所有者に帰属する
持 分 

914,768 

契約コスト 50,693 資本金 54,259 

保険契約資産 5,090 資本剰余金 984 

その他の非流動資産 289 利益剰余金 863,716 

  自己株式 △10,864 

  その他の包括利益累計額 6,672 

  非支配持分 28,800 

  資 本 合 計 943,569 

資 産 合 計 2,371,026 負 債 ・ 資 本 合 計 2,371,026 
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連 結 損 益 計 算 書 
  

 

  

（ 2024 
2025 

年 
年 
４ 
３ 
月 
月 
１ 
31 
日から 
日まで ） 

（単位：百万円） 
  

科         目 金         額 

売上収益  686,553 

売上原価  343,254 

売上総利益  343,298 

   

その他の収益 4,186  

販売費及び一般管理費 238,566  

その他の費用 3,881 238,261 

営業利益  105,036 

   

金融収益  41,604 

金融費用  15,862 

持分法による投資損益  18,141 

その他の営業外損益  1,797 

税引前利益  150,718 

法人所得税費用  29,430 

当期利益  121,288 

   

当期利益の帰属   

親会社の所有者 117,523  

非支配持分 3,764 121,288 
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連 結 持 分 変 動 計 算 書 
  

        

（ 2024 
2025 

年 
年 
４ 
３ 
月 
月 
１ 
31 
日から 
日まで ） 

（単位：百万円） 
  

 

親会社の所有者に帰属する持分 

非支配持分 資本合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
その他の包
括利益累計

額 
合計 

当期首残高 54,259 － 748,760 △18,365 5,823 790,478 28,771 819,249 

当期包括利益         

当期利益 － － 117,523 － － 117,523 3,764 121,288 

その他の包括利益 － － － － 44,597 44,597 337 44,934 

当期包括利益合計 － － 117,523 － 44,597 162,121 4,102 166,223 

所有者との取引額等         

剰余金の配当 － － △30,253 － － △30,253 △1,366 △31,619 

連結範囲の変動 － － － － － － △2,128 △2,128 

支配継続子会社に 
対する持分変動 

－ 1,291 － － － 1,291 △625 666 

自己株式の取得及び
処分 

－ 19 △275 △8,399 － △8,655 － △8,655 

自己株式の消却 － △34 △15,788 15,823 － － － － 

株式報酬取引 － △292 － 77 － △215 48 △167 

その他の資本構成要
素から利益剰余金へ
の振替 

－ － 43,748 － △43,748 － － － 

所有者との取引額等合
計 

－ 984 △2,568 7,501 △43,748 △37,831 △4,072 △41,903 

当期末残高 54,259 984 863,716 △10,864 6,672 914,768 28,800 943,569 
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連 結 注 記 表 
 

1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（1）連結計算書類の作成基準 

 連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下、「IFRS」という。）に準拠して作成し

ております。なお、本連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示事項の一部を省略しております。 

（2）連結の範囲に関する事項 

連結子会社の状況 

・連結子会社の数 

146社 

・主要な連結子会社の名称 

株式会社エフティグループ 

株式会社メンバーズモバイル 

株式会社プレミアムウォーターホールディングス 

テレコムサービス株式会社 

株式会社ジェイ・コミュニケーション 

株式会社ネットワークコンサルティング 

株式会社シンク 

株式会社セレクトネットワーク 

株式会社ハルエネ 

株式会社EPARK 

光通信株式会社 

株式会社ストエネ 

・重要な連結子会社の異動 

新規  インシュラントグループ株式会社  その他23社 

除外  株式会社アクセスブリッジ     その他16社 

（3）持分法適用に関する事項 

① 持分法を適用した関連会社の状況 

・持分法適用関連会社数 

97社 

・主要な会社等の名称 

株式会社ベルパーク 

株式会社フォーバル 

株式会社エムティーアイ 
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レイズネクスト株式会社 

シナネンホールディングス株式会社 

株式会社テクノスマート 

株式会社東名 

サンネクスタグループ株式会社 

株式会社データ・アプリケーション 

株式会社TVE 

西川計測株式会社 

第一実業株式会社 

ディーブイエックス株式会社 

株式会社CEホールディングス 

株式会社インバウンドテック 

東北特殊鋼株式会社 

暁飯島工業株式会社 

株式会社ラストワンマイル 

株式会社うるる 

株式会社エックスネット 

株式会社翻訳センター 

株式会社マルゼン 

株式会社ファンコミュニケーションズ 

エンカレッジ・テクノロジ株式会社 

ERIホールディングス株式会社 

・重要な持分法適用関連会社の異動 

新規  株式会社マルゼン    その他８社 

除外  株式会社ティーガイア  その他７社 

② 持分法適用手続に関する特記事項  

 持分法適用関連会社のうち、事業年度が連結会計年度と異なる会社については、各社の事業年度に係る決算書または仮決

算に基づく決算書を使用しております。  
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（4）会計方針に関する事項  

① 金融商品 

イ．金融資産 

（ⅰ）当初認識及び測定  

 当社グループは、金融資産について、純損益またはその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産または償

却原価で測定する金融資産に分類しております。  

 当社グループは、金融資産に関する契約の当事者となった取引日に当該金融商品を認識しております。 

 金融資産（重大な金融要素を含まない営業債権を除く）は公正価値で当初測定し、純損益を通じて公正価値で測定さ

れる区分に分類される項目以外については、取得に直接起因する取引費用を公正価値に加算しております。重大な金融

要素を含まない営業債権は、取引価格で当初測定しております。  

 金融資産は、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融資産に分類しております。 

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに基づいて、資産が保

有されている。  

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが特定の日に生

じる。  

 償却原価で測定する金融資産以外の金融資産は、公正価値で測定する金融資産に分類しております。 

 公正価値で測定する資本性金融商品については、当初認識時において個々の資本性金融商品ごとに、その他の包括利

益を通じて公正価値で測定する金融資産に取消不能の指定をしております。  

（ⅱ）事後測定 

 金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。 

（a）償却原価により測定する金融資産 

 償却原価により測定する金融資産については、実効金利法による償却原価により測定しております。なお、利息収

益、為替差損益、減損及び認識の中止時の利得または損失は純損益に認識いたします。  
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（b）公正価値により測定する金融資産 

 公正価値により測定する金融資産の公正価値の変動額は純損益として認識しております。公正価値の変動額（利得

及び損失の純額）には利息収益または受取配当金を含めております。 

 ただし、資本性金融商品のうち、その他の包括利益を通じて公正価値で測定すると指定したものについては、公正

価値の変動額はその他の包括利益として認識しております。なお、当該金融資産からの配当金については、金融収益

の一部として当期の純損益として認識し、その累計額はその他の資本構成要素に認識後、直ちに利益剰余金に振り替

えております。 

（ⅲ）金融資産の認識の中止 

 当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅する、または当社グループが金融

資産の所有のリスクと経済価値のほとんど全てを移転する場合において、金融資産の認識を中止しております。当社グ

ループが、移転した当該金融資産に対する支配を継続している場合には、継続的関与を有している範囲において、資産

と関連する負債を認識いたします。 

 なお、財政状態計算書上で認識された資産を譲渡するものの、譲渡資産または譲渡資産の一部に係るリスクと経済価

値の全て、またはほとんど全てを保持する取引を締結した場合には、譲渡資産の認識の中止は行っておりません。  

（ⅳ）金融資産の減損 

 償却原価により測定する金融資産については、予想信用損失に対する貸倒引当金を認識しております。 

 当社グループは、期末日ごとに各金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から著しく増加しているかどうかを評価

しており、当初認識時点から信用リスクが著しく増加していない場合には、12ヶ月の予想信用損失を貸倒引当金として

認識しております。一方で、当初認識時点から信用リスクが著しく増加している場合には、全期間の予想信用損失と等

しい金額を貸倒引当金として認識しております。  

 契約上の支払の期日経過が30日超である場合には、原則として信用リスクの著しい増大があったものとしております

が、信用リスクが著しく増加しているか否かの評価を行う際には、期日経過情報のほか、当社グループが合理的に利用

可能かつ裏付け可能な情報を考慮しております。  
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 なお、金融資産に係る信用リスクが期末日現在で低いと判断される場合には、当該金融資産に係る信用リスクが当初

認識以降に著しく増大していないと評価しております。  

 ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権については、信用リスクの当初認識時点からの著しい増加の有無に

かかわらず、常に全期間の予想信用損失と等しい金額で貸倒引当金を認識しております。  

 予想信用損失は、契約に従って当社グループに支払われるべき全ての契約上のキャッシュ・フローと、当社グループ

が受け取ると見込んでいる全てのキャッシュ・フローとの差額の現在価値として測定しております。 

 当社グループは、金融資産の予想信用損失を、以下のものを反映する方法で見積もっております。  

・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額  

・貨幣の時間価値  

・過去の事象、現在の状況及び将来の経済状況の予測についての、報告日において過大なコストや労力をかけずに利

用可能な合理的で裏付け可能な情報  

 著しい景気変動等の影響を受ける場合には、上記により測定された予想信用損失に、必要な調整を行うこととしてお

ります。  

 当社グループは、期日経過が90日以上となる場合など金融資産の全体または一部分について回収できず、または回収

が極めて困難であると判断された場合には、債務不履行とみなしております。金融資産が信用減損している証拠がある

金融資産については、総額での帳簿価額から貸倒引当金を控除した純額に実効金利を乗じて利息収益を測定しておりま

す。  

 当社グループは、ある金融資産の全体または一部分を回収するという合理的な予想を有していない場合には、金融資

産の総額での帳簿価額を直接減額しております。 

 金融資産に係る貸倒引当金の繰入額は、純損益で認識しております。貸倒引当金を減額する事象が生じた場合は、貸

倒引当金戻入額を純損益で認識しております。 
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ロ．金融負債 

（ⅰ）当初認識及び測定  

 当社グループは、金融負債について、純損益を通じて公正価値で測定する金融負債と償却原価で測定する金融負債の

いずれかに分類しております。この分類は、当初認識時に決定しております。 売買目的保有として分類されたもの、

デリバティブ、または当初認識時に純損益を通じて公正価値で測定する金融負債に指定されたものである場合、金融負

債は純損益を通じて公正価値で測定するものとして分類しております。 

 当社グループは、発行した負債証券を、その発行日に当初認識しております。また、当該負債証券以外のその他の金

融負債は、全て、当該金融商品の契約の当事者になる取引日に当初認識しております。  

 金融負債は公正価値で当初測定し、純損益を通じて公正価値で測定される区分に分類される項目以外については、発

行に直接起因する取引費用を公正価値から控除しております。  

（ⅱ）事後測定  

 金融負債の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。 

（a）純損益を通じて公正価値で測定する金融負債  

 純損益を通じて公正価値で測定する金融負債は、売買目的保有の金融負債であり、当初認識後公正価値で測定し、

その変動については当期の純損益として認識しております。  

（b) 償却原価で測定する金融負債 

 償却原価で測定する金融負債については、当初認識後実効金利法による償却原価で測定しております。  

 実効金利法による償却及び認識が中止された場合の利得及び損失については、金融費用の一部として当期の純損益

として認識しております。  

（ⅲ）金融負債の認識の中止  

 当社グループは、金融負債が消滅したとき、すなわち、契約中の特定された債務が免責、取消し、または失効となっ

た時に、金融負債の認識を中止しております。   

ハ．デリバティブ 

デリバティブは、デリバティブ契約が締結された日の公正価値で当初認識され、当初認識後は各連結会計年度末日の公

正価値で再測定しております。 

なお、デリバティブについて、ヘッジ会計の適用となる重要なものはありません。 
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② 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

 棚卸資産は、原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定しております。棚卸資産は、主に商品から構成され、原

価は、購入原価ならびに現在の場所及び状態に至るまでに発生したその他の全ての原価を含めております。原価は、主とし

て総平均法を用いて算定しております。  

 正味実現可能価額は、通常の事業の過程における見積販売価格から、販売に要する見積費用を控除して算定しております。  

③ 有形固定資産及び無形資産（使用権資産を含む、以下同じ）の評価基準、評価方法及び減価償却または償却の方法 

イ．有形固定資産  

 有形固定資産の測定には原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で測定

しております。取得原価には、当該資産の取得に直接付随する費用、解体・除去及び設置場所の原状回復費用の当初見積

額を含めております。  

 減価償却費は、償却可能価額を各構成要素の見積耐用年数にわたって、主として定額法により算定しております。償却

可能価額は、資産の取得原価から残存価額を差し引いて算出しております。土地及び建設仮勘定は減価償却を行っており

ません。  

 主要な有形固定資産項目ごとの見積耐用年数は、以下のとおりであります。  

建物及び構築物  

２～50年  

機械装置及び運搬具  

２～17年  

工具、器具及び備品  

２～20年  

 レンタル資産については経済的、機能的な実情を勘案した合理的な償却年数に基づく定額法によっております。  

 資産の減価償却方法、耐用年数及び残存価額は各年度末に見直し、変更がある場合は、会計上の見積りの変更として将

来に向かって適用しております。  
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ロ．無形資産  

 無形資産の測定には原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で測定しており

ます。自己創設無形資産については、資産認識の要件を満たすものを除き、関連する支出は発生時に費用処理しておりま

す。資産の認識規準を満たす自己創設無形資産は、認識規準を最初に満たした日以降に発生する支出の合計額を取得原価

としております。  

 耐用年数を確定できる無形資産の償却費は、見積耐用年数にわたって、定額法により算定しております。  

 耐用年数を確定できる主要な無形資産項目ごとの見積耐用年数は、以下のとおりであります。  

ソフトウエア  

５年  

 資産の償却方法、耐用年数及び残存価額は各年度末に見直し、変更がある場合は、会計上の見積りの変更として将来に

向かって適用しております。 

④ のれんの会計処理  

 のれんは、移転した対価と被取得企業の非支配持分の金額の合計が、支配獲得日における識別可能な資産及び負債の正味

価額を上回る場合にその超過額として測定しております。この差額が負の金額である場合には、直ちに純損益で認識してお

ります。IFRS移行日前の企業結合により生じたのれんは、従前の会計基準（日本基準）で認識していた金額をIFRS移行日

時点で引き継ぎ、これに減損テストを実施した後の帳簿価額で計上しております。のれんは、取得原価から減損損失累計額

を控除した金額で測定しております。  

 のれんは償却を行わず、配分した資金生成単位または資金生成単位グループに減損の兆候がある場合、及び減損の兆候の

有無に関わらず各年度の一定時期に、減損テストを実施しております。減損については「⑥非金融資産の減損」に記載して

おります。  
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⑤ リース取引の会計処理  

（借手側） 

 リースは、リース開始日において、使用権資産及びリース負債を認識しております。  

 リース負債は、リース開始日現在の残存リース料をリースの計算利子率を用いて割り引いた現在価値で当初認識してお

ります。リースの計算利子率が容易に算定できない場合には、当社グループの追加借入利子率を用いており、一般的に当

社グループは追加借入利子率を割引率として使用しております。リース負債は、リース負債に係る金利を反映するように

帳簿価額を増額し、支払われたリース料を反映するように帳簿価額を減額することにより事後測定しております。   

 使用権資産は取得原価で当初測定しており、取得原価は、リース負債の当初測定の金額、当初直接コスト、原資産の解

体および除去、原状回復コストの当初見積額等で構成されております。使用権資産の認識後の測定は原価モデルを採用し、

取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した額で測定しております。使用権資産は、リース期間または

使用権資産の耐用年数のいずれか短い方の期間にわたり定額法により減価償却を行っております。   

 ただし、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び原資産が少額のリースについては、使用権資産及びリース負債を認

識せず、リース料総額をリース期間にわたって、定額法又は他の規則的な基礎のいずれかにより認識しております。   

（貸手側）  

 リース取引のうち、資産の所有に伴うリスクと経済価値のほとんど全てを移転する場合はファイナンス・リース取引に

分類し、それ以外の場合にはオペレーティング・リース取引に分類しております。   

 ファイナンス・リース取引においては、正味リース投資未回収額をリース債権として認識し、受取リース料総額をリー

ス債権元本相当部分と利息相当部分とに区分し、受取リース料の利息相当部分への各期の配分額は、利息法により算定の

うえ、受取利息に含めて表示しております。   

 オペレーティング・リース取引においては、対象となる資産を連結財政状態計算書に計上しており、受取リース料は連

結損益計算書においてリース期間にわたって定額法により収益として認識しております。  
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⑥ 非金融資産の減損  

イ．有形固定資産及び無形資産の減損  

 当社グループでは、期末日ごとに、有形固定資産及び無形資産が減損している可能性を示す兆候の有無を判断しており

ます。  

 減損の兆候がある場合には、回収可能価額の見積りを実施しております。個々の資産の回収可能価額を見積もることが

できない場合には、その資産の属する資金生成単位の回収可能価額を見積もっております。資金生成単位は、他の資産ま

たは資産グループからおおむね独立したキャッシュ・イン・フローを生み出す最小単位の資産グループとしております。  

 回収可能価額は、処分コスト控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方で算定しております。使用価値は、見積将

来キャッシュ・フローを貨幣の時間価値及びその資産の固有のリスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割り

引いて算定しております。  

 資産または資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損

損失は純損益で認識しております。  

 のれん以外の資産における過年度に認識した減損損失については、期末において、減損損失の減少または消滅を示す兆

候の有無を判断しております。減損の戻入れの兆候がある場合には、その資産または資金生成単位の回収可能価額の見積

りを行っております。回収可能価額が、資産または資金生成単位の帳簿価額を上回る場合には、回収可能価額と過年度に

減損損失が認識されていなかった場合の償却または減価償却控除後の帳簿価額とのいずれか低い方を上限として、減損損

失の戻入れを実施しております。  

ロ．のれんの減損  

 のれんは、企業結合のシナジーから便益を享受できると期待される資金生成単位または資金生成単位グループに配分し、

その資金生成単位または資金生成単位グループに減損の兆候がある場合、及び減損の兆候の有無に関わらず各年度の一定

時期に、減損テストを実施しております。当社グループでは、期末日ごとに、のれんが減損している可能性を示す兆候の

有無を判断しております。減損テストにおいて資金生成単位または資金生成単位グループの回収可能価額が帳簿価額を下

回る場合には、減損損失は資金生成単位または資金生成単位グループに配分されたのれんの帳簿価額から減額し、次に資

金生成単位または資金生成単位グループにおけるその他の資産の帳簿価額の比例割合に応じて各資産の帳簿価額から減額

しております。  

 のれんの減損損失は純損益に認識し、その後の期間に戻入れは行っておりません。  
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⑦ 引当金  

 引当金は、当社グループが過去の事象の結果として、現在の法的債務または推定的債務を負い、債務の決済を要求される

可能性が高く、かつ、その債務の金額について信頼性のある見積りが可能な場合に認識しております。  

 引当金は、期末日における債務に関するリスクと不確実性を考慮に入れた見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間価値

及びその負債に特有のリスクを反映した税引前の利率を用いて現在価値に割り引いて測定しております。  

 当社グループは引当金として、資産除去債務を認識しております。  

⑧ 収益認識  

 IFRS第９号に基づく利息及び配当収益等、IFRS第16号に基づくリース収益、IFRS第17号に基づく保険収益、IAS第20号

に基づく政府補助金を除き、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。  

ステップ１：顧客との契約を識別する。  

ステップ２：契約における履行義務を識別する。  

ステップ３：取引価格を算定する。  

ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。  

ステップ５：履行義務を充足した時点で（または充足するに応じて）収益を認識する。  

 顧客との契約獲得のための増分コストのうち、回収可能であると見込まれる部分について資産として認識しております。

契約獲得のための増分コストとは、顧客との契約を獲得するために発生したコストで、当該契約を獲得しなければ発生しな

かったであろうものであります。当該資産については、顧客の見積利用期間（２～３年）にわたって費用を配分しておりま

す。  

⑨ 保険契約 

 保険者が自ら発行した保険契約及び保険者が保有する再保険契約に関しては、IFRS第17号「保険契約」に準拠した会計

処理を適用しております。 

イ. 分類・集約のレベル 

 当社グループが重要な保険リスクを引き受けている契約は保険契約として分類しております。また、当社グループが基

礎となる保険契約に係る重要な保険リスクを移転している契約については、再保険として分類しております。 

 当社グループは、類似したリスクに晒されており、一括して管理されている複数の契約で構成されたポートフォリオを

識別し、各年次コホートを契約の収益性に基づき以下の３つのグループに分割し、保険契約を集約しております。 

 ・ 当初認識時に不利な契約 

 ・ 当初認識時において、その後に不利となる可能性が高くない契約 

 ・ 年次コホートの残りの契約 

ロ. 認識 

 当社グループが発行した保険契約は、次のうち最も早い時点から認識しております。 

 ・カバー期間の開始時 

 ・保険契約者からの初回支払期限が到来した時、または契約上の支払期限がない場合は、保険契約者から初回支払を受

領した時 

 ・事実及び状況が、契約が不利であることを示唆している時 

 保険契約の移転または企業結合で取得した保険契約は、取得日に認識しております。 

 保有する再保険契約は、基礎となる保険契約の当初認識の時点で認識しております。 

 なお、当社グループは、保険契約が消滅する場合、すなわち、契約で定められた義務が消滅するか、免除されるか又は

取り消される場合に、保険契約の認識の中止を行っております。 

ハ. 保険獲得キャッシュ・フロー 

 当社グループは、保険契約グループの販売、引受及び開始から生じるキャッシュ・フローのうち、当該グループが属す

る保険契約ポートフォリオに直接起因するものを保険獲得キャッシュ・フローと定め、規則的かつ合理的な方法を用い、

保険契約グループに配分し、保険契約グループのカバー期間にわたり償却しております。 

 保険獲得キャッシュ・フローが契約グループに直接帰属し、これらの契約の更新を通じて関連する保険獲得キャッシ

ュ・フローの一部の回収を見込まれる場合、保険獲得キャッシュ・フローは当該グループ及びこれらの契約更新が含まれ

ることになるグループに配分しております。関連する契約グループの認識前に発生した保険獲得キャッシュ・フローは、

資産として認識しております。 

 各報告期間末時点で、保険獲得キャッシュ・フローに係る資産が減損している可能性がある事実及び状況が示唆される

場合、当社グループは以下を実施します。 

(ⅰ) 当該資産の帳簿価額が、関連するグループの正味期待キャッシュ・インフローの金額を超過しないように、減損

損失を純損益に認識する。 

(ⅱ) 当該資産が将来の更新と関連がある場合、保険獲得キャッシュ・フローが、予想される更新から生じる正味キャ

ッシュ・インフローの金額を超過する範囲で、減損損失を純損益に認識する。なお、この超過額は、(ⅰ)で減損損

失としてすでに認識されているものを除く。 

 当社グループは、減損の状況が改善した範囲で、減損損失を純損益から戻し入れ、当該資産の帳簿価額を増加させます。 

ニ. 測定 

 発行する保険契約 

 (ⅰ) 残存カバーに係る負債 
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 当社グループの発行する保険契約の残存カバーに係る負債の測定についてIFRS第17号に定められる一般的な方法

を適用した場合と重要な差異がないと合理的に予測される、もしくは、保険契約のカバー期間が１年以内であるため、

保険契約グループの測定に保険料配分アプローチを適用しております。 

 各契約グループの当初認識時の残存カバーに係る負債の帳簿価額は、当初認識時に受け取った保険料から、その日

にグループに配分された保険獲得キャッシュ・フローを減額し、測定しております。 

 当初認識以後の残存カバーに係る負債の帳簿価額は、受取った保険料及び費用として認識した保険獲得キャッシ

ュ・フローの償却によって増加し、提供したサービスに対する保険収益及び当初認識後に配分された追加的な保険獲

得キャッシュ・フローによって減少します。各期間の保険収益は、当期間のカバーの提供に対して予想される保険料

の受取額を、原則として時の経過を基礎として各期間に配分しております。 

 各契約グループの当初認識時に、サービスの提供と、それに関連した保険料の支払期日までの期間が１年以内であ

るため、残存カバーに係る負債について貨幣の時間価値及び金融リスクの影響の調整はしておりません。 

 カバー期間中のいずれかの時点で、契約グループが不利であることを示唆する事実及び状況が生じた場合には、当

社グループは、予想する保険料の受取り並びに保険金、給付金及び費用の支払いに時期及び不確実性を反映するよう

に調整した現在の見積りが残存カバーに係る負債の帳簿価額を上回る範囲で、損失を純損益で認識し、残存カバーに

係る負債を増額しております。 

 (ⅱ) 発生保険金に係る負債 

 当社グループは、保険契約グループの発生保険金に係る負債について、予想する保険金、給付金及び費用の支払い

に時期及び不確実性を反映するように調整した金額で認識しております。その将来キャッシュ・フローは、保険金請

求の発生日から１年以内に支払が見込まれるため、貨幣の時間価値及び金融リスクの影響を反映するような調整をし

ないこととしております。 

 保有する再保険契約 

 当社グループは、保有する再保険契約の残存カバーに係る資産の測定について、IFRS第17号に定められる一般的な

方法を適用した場合と重要な差異がないと合理的に予測されるため、発行した保険契約と同様の保険料配分アプローチ

を適用しておりますが、必要な場合には、発行した保険契約と異なる特徴を反映するように調整を行っております。 
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⑩ 政府補助金 

 政府補助金は、補助金交付のための付帯条件を満たし、かつ補助金を受領するという合理的な保証が得られた時に公正価

値で認識しております。政府補助金が収益の補償もしくは費用項目に関連する場合は、当該補助金で補償することが意図さ

れている収益の減額もしくは関連費用を認識する期間にわたって、規則的に収益として認識しております。 

⑪ その他連結計算書類作成のための重要な事項  

グループ通算制度の適用 

 当社と当社の子会社の一部は、グループ通算制度を適用しております。 
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2. 会計方針の変更に関する注記 

 当社グループが連結計算書類において適用する会計方針は、以下を除き、前連結会計年度に係る連結計算書類において適用し

た会計方針と同様であります。 

 当社グループは、当連結会計年度より以下の基準書を適用しております。 

 

基準書 基準名 新設・改訂の概要 

IAS第１号 財務諸表の表示 

負債の流動又は非流動への分類に関する

要求事項を明確化 

特約条項付の長期債務に関する情報の開

示を要求する改訂 

IAS第７号 

IFRS第７

号 

キャッシュ・フロー計算書 

金融商品：開示 

サプライヤー・ファイナンス契約の透明

性を増進させるための開示を要求する改

訂 

 

 これらの基準書の適用による連結計算書類に与える重要な影響はありません。 
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3. 重要な会計上の見積りに関する注記  

 会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係る連結計算

書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、以下のとおりであります。 

 

繰延税金資産の回収可能性 

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

繰延税金資産 7,974百万円  

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

 繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積もっております。当該見積

りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額

が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性が

あります。 

 

契約コストの回収可能性 

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

 電力小売りサービスを提供する株式会社ハルエネに帰属する契約コスト 

 15,797百万円  

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

 当該契約コストの回収可能性の評価は、経営者が作成した電力小売りサービスの事業計画における将来収益、直接関連コ

スト、これらの基礎となる顧客の予想残存契約期間や解約率を用いて実施されますが、これらの事業計画の構成要素のうち

特に将来収益の基礎となる解約率について、当連結会計年度において顧客に通知した契約変更の後に観測された水準にて推

移し、契約変更の影響による解約の増加は発生しないという仮定を使用しております。回収可能性の評価の結果、当連結会

計年度において電力小売りサービスを提供する株式会社ハルエネに帰属する契約コストについて、減損損失の認識は不要で

あると判断しております。当該仮定には不確実性を伴い、経営者による判断が回収可能性の評価に重要な影響を及ぼします。 
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4．連結財政状態計算書に関する注記  

（1）担保に供している資産および担保に係る債務 

（担保に供している資産） 

建物及び構築物 1,644百万円 

土地 542百万円 

投資有価証券 6,071百万円 

割賦債権及びリース債権 5,346百万円 

計 13,604百万円 

 

（上記に対する債務） 

一年内長期借入金 4,062百万円 

一年内債権流動化借入金 3,193百万円 

債権流動化借入金 2,806百万円 

計 10,062百万円 

上記の資産を資金調達、製品供給取引及び請負取引から生じる債務に対して担保提供しております。また、一年内債権流動

化借入金および債権流動化借入金は、割賦債権およびリース債権の流動化に伴い発生した債務であります。 

 

（2）資産から直接控除した貸倒引当金 

営業債権及びその他の債権 12,792百万円 

その他の金融資産 1,577百万円 

その他の非流動資産 43,135百万円 

 

（3）有形固定資産の減価償却累計額 25,617百万円 
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（4）財務制限条項等 

 当社の長期借入金のうち7,680百万円（１年内返済予定額を含む）には、以下の財務制限条項が付されており、これに抵触

した場合、該当する融資契約上の債務について期限の利益を喪失し、直ちに債務を弁済する義務を負っております。 

・2023年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結損益計算書に

示される営業損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、2024年３月

期決算期およびその直前の期の決算を対象として行われる。 

 

 当社の長期借入金のうち13,080百万円（１年内返済予定額を含む）には、以下の財務制限条項が付されており、これに抵触

した場合、該当する融資契約上の債務について期限の利益を喪失し、直ちに債務を弁済する義務を負っております。 

・2024年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結損益計算書に

示される営業損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、2025年３月

期決算期およびその直前の期の決算を対象として行われる。 

 

 当社の長期借入金のうち250百万円（１年内返済予定額を含む）には、以下の財務制限条項が付されており、これに抵触し

た場合、該当する融資契約上の債務について期限の利益を喪失し、直ちに債務を弁済する義務を負っております。 

・2024年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結損益計算書に

示される営業損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、2025年３月

期決算期およびその直前の期の決算を対象として行われる。 

 

 当社の長期借入金のうち502百万円（１年内返済予定額を含む）には、以下の財務制限条項が付されており、これに抵触し

た場合、該当する融資契約上の債務について期限の利益を喪失し、直ちに債務を弁済する義務を負っております。 

・2024年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結損益計算書に

示される営業損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、2025年３月

期決算期およびその直前の期の決算を対象として行われる。 
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 当社の長期借入金のうち40,000百万円（１年内返済予定額を含む）には、以下の財務制限条項が付されており、これに抵触

した場合、該当する融資契約上の債務について期限の利益を喪失し、直ちに債務を弁済する義務を負っております。 

・2025年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結損益計算書に

示される営業損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、2026年３月

期決算期およびその直前の期の決算を対象として行われる。 

 

 当社の長期借入金のうち2,550百万円（１年内返済予定額を含む）には、以下の財務制限条項が付されており、これに抵触

した場合、該当する融資契約上の債務について期限の利益を喪失し、直ちに債務を弁済する義務を負っております。 

・2025年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結損益計算書に

示される営業損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、2026年３月

期決算期およびその直前の期の決算を対象として行われる。 

 

 当社の長期借入金のうち2,724百万円（１年内返済予定額を含む）には、以下の財務制限条項が付されており、これに抵触

した場合、該当する融資契約上の債務について期限の利益を喪失し、直ちに債務を弁済する義務を負っております。 

・2025年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結損益計算書に

示される営業損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、2026年３月

期決算期およびその直前の期の決算を対象として行われる。 
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 連結子会社である株式会社プレミアムウォーターホールディングスの長期借入金のうち428百万円（１年内返済予定額を含

む）には、下記のいずれかに抵触した場合、該当する融資契約上の債務について期限の利益を喪失する財務制限条項が付され

ております。  

① 2020年３月期決算以降、各年度の決算期の末日における株式会社プレミアムウォーターホールディングスの連結財政状

態計算書（株式会社プレミアムウォーターホールディングスの長期借入金についての財務制限条項に関する記載において、

連結財政状態計算書とは株式会社プレミアムウォーターホールディングスの連結財政状態計算書をいう。）上の資本合計の

金額を2019年３月決算期末日における連結財政状態計算書上の資本合計の金額の75％および直前の決算期末日における連

結財政状態計算書上の資本合計の金額の75％のいずれか高い方の金額以上に維持すること。  

② 2020年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結損益計算書

に示される営業損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、2021年３

月決算期およびその直前の期の決算を対象として行われる。 

 

 連結子会社である同じく株式会社プレミアムウォーターホールディングスの長期借入金のうち4,833百万円（１年内返済予

定額を含む）には、下記のいずれかに抵触した場合、該当する融資契約上の債務について期限の利益を喪失する財務制限条項

が付されております。  

① 2021年３月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結財政状態計算書上の資本合計の金額を2020年３月決算期末

日における連結財政状態計算書上の資本合計の金額の75％および直前の決算期末日における連結財政状態計算書上の資本合

計の金額の75％のいずれか高い方の金額以上に維持すること。  

② 2021年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結損益計算書

に示される営業損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、2022年３

月決算期およびその直前の期の決算を対象として行われる。 

 

なお、当連結会計年度末において財務制限条項に抵触している借入金は存在せず、当社グループには報告期間後少なくとも

12か月にわたり借入金の決済を延期することができる権利があるため、これらの借入金について１年内返済予定額を除いて非

流動負債に分類しております。 
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5. 連結持分変動計算書に関する注記 

（1）発行済株式の総数に関する事項 
 

株式の種類 
当連結会計年度 
期首の株式数 

当連結会計年度 
増加株式数 

当連結会計年度 
減少株式数 

当連結会計年度 
期末の株式数 

普通株式 45,049,642株 －株 780,000株 44,269,642株 
 

 

（2）自己株式の数に関する事項 
 

株式の種類 
当連結会計年度 
期首の株式数 

当連結会計年度 
増加株式数 

当連結会計年度 
減少株式数 

当連結会計年度 
期末の株式数 

普通株式 905,296株 322,985株 842,600株 385,681株 
 

（注）1. 自己株式の数の増加は、東京証券取引所における市場買付および単元未満株式の買取りによる増加であります。 

2. 自己株式の数の減少は、自己株式の消却ならびにストックオプションの行使および譲渡制限付き株式報酬としての自己株式の処分による減少で

あります。 
 

 

（3）剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

2024年５月15日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額 8,961百万円 

・１株当たり配当金額 203円 

・基準日 2024年３月31日 

・効力発生日 2024年６月７日 

(注）1株当たり配当金額の内訳は、普通配当153円および特別配当50円であります。 

2024年８月13日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額 6,887百万円 

・１株当たり配当金額 156円 

・基準日 2024年６月30日 

・効力発生日 2024年９月６日 

2024年11月12日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額 7,080百万円 

・１株当たり配当金額 161円 

・基準日 2024年９月30日 

・効力発生日 2024年12月６日 

2025年２月12日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額 7,324百万円 

・１株当たり配当金額 167円 

・基準日 2024年12月31日 

・効力発生日 2025年３月14日 
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② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの 

2025年５月14日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額 7,767百万円 

・１株当たり配当金額 177円 

・基準日 2025年３月31日 

・効力発生日 2025年６月13日 

 

（4）当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項 
 

 
2017年11月14日 
取締役会決議分 

2018年５月21日 
取締役会決議分 

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

目的となる株式の数 15,000株 42,000株 

新株予約権の残高 150個 420個 
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6. 金融商品に関する注記 

（1）金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、事業投資計画等に照らして、必要な資金を主に銀行借入や社債発行により調達しております。また、余

剰資金に関しては主に安全性の高い金融資産で運用しております。  

② 金融商品に係るリスク管理体制 

・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社グループは、債権管理規程に従い、営業債権及び貸付金について、各事業部門における営業管理部が主要な取引先の

状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の

早期把握や軽減を図っております。  

・市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業等）の財務状況等を把握し、保有状況を継続

的に見直しております。  

・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持

などにより流動性リスクを管理しております。   

 

（2）金融商品の公正価値等に関する事項 

 金融商品は、その公正価値の測定にあたって、その公正価値の測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

公正価値ヒエラルキーの３つのレベルに分類しております。当該分類において、それぞれの公正価値ヒエラルキーは、以下の

ように定義しております。   

レベル１：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格 

レベル２：レベル１以外の直接または間接的に観測可能なインプット 

レベル３：観察可能でないインプット 

 当社グループは、公正価値の測定に使用される公正価値の階層のレベルを、公正価値の測定の重要なインプットの最も低い

レベルによって決定しております。   
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① 経常的に公正価値で測定する金融商品 

イ．公正価値のヒエラルキー 

  公正価値の階層ごとに分類された、金融商品は以下のとおりであります。 
（単位：百万円） 

 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

金融資産     

純損益を通じて公正価値で 
測定する金融資産 

    

債券 － 59,504 － 59,504 

その他 － － 10,038 10,038 

その他の包括利益を通じて 
公正価値で測定する金融資産 

    

株式 959,377 － 4,815 964,193 

その他 32,017 － 4,425 36,442 

合計 991,394 59,504 19,279 1,070,178 

金融負債     

純損益を通じて公正価値で 
測定する金融負債 

    

その他 684 － － 684 

合計 684 － － 684 
 

 公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は振替えを生じさせた事象または状況の変化が生じた日に認識しております。  

 レベル間の重要な振替が行われた金融資産はありません。  

ロ．公正価値の測定方法  

 市場性のある有価証券について、同一の証券に関する活発な市場と認められる取引所の価格によっている場合は、公正

価値ヒエラルキーレベル１に、同一の証券に関する活発でない市場における現在の相場価格を用いて測定している場合は

公正価値ヒエラルキーレベル２に、それぞれ分類しております。 

 市場性のない有価証券については、割引将来キャッシュ・フローに基づく評価技法、純資産価値に基づく評価技法、そ

の他の評価技法を用いて算定している場合には、公正価値ヒエラルキーレベル３に区分しております。 

 非上場株式の公正価値測定にあたっては、割引率等の観察可能でないインプットを利用しており、必要に応じて一定の

非流動性ディスカウント、非支配持分ディスカウントを加味しております。  
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ハ．レベル３の調整表 
（単位：百万円） 

 

 株式 その他 

2024年４月１日残高 4,827 12,777 

取得 140 3,841 

売却・償還  △76 △2,206 

包括利益   

当期利益（注） － △333 

その他の包括利益 72 964 

その他 △148 △580 

2025年３月31日残高 4,815 14,463 

2025年３月31日に保有する金融商品に関して 
当期利益に認識した利益または損失 

－ △333 

 

（注）連結損益計算書上、金融収益及び金融費用等に含めております。 
 

ニ．レベル３に分類される資産に関する定量的情報 

 レベル３に分類した金融商品について、観測可能でないインプットを利用した公正価値の評価技法及び主なインプット

は、以下のとおりであります。 
 

評価技法 観察可能でないインプット 
観察可能でないインプットの範

囲 

割引キャッシュ・フロー法 割引率 13.2％ 
 

ホ．重要な観察可能でないインプットの変動に係る感応度分析 

 公正価値で測定するレベル３に分類される資産の公正価値のうち、割引将来キャッシュ・フローで評価される有価証券

投資の公正価値は、割引率の上昇（下落）により減少（増加）いたします。 

 レベル３に分類した金融商品について、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変更した場合に

重要な公正価値の増減は見込まれておりません。 
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② 償却原価で測定する金融商品 

イ．公正価値 

  償却原価で測定する金融商品の公正価値は以下のとおりであります。 
 

 帳簿価額 公正価値 

金融負債 百万円 百万円 

有利子負債   

長期借入金  142,673 141,529 

社債 772,357 749,098 
 

（注）1. 長期借入金及び社債は、１年内回収（返済及び償還）予定の残高を含んでおります。 

2. 短期の金融商品は、公正価値と帳簿価額とが近似しているため、上記には含めておりません。 
 

ロ．公正価値の測定方法 

長期借入金 

 長期借入金については、元利金の合計を、新規に同様の借入れを行った場合に想定される利率で割り引く方法により

算定しており、レベル３に分類しております。 

社債 

 社債については、元利金の合計を、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引く方法により算定し

ており、レベル３に分類しております。 
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7. 収益に関する注記 

（1）収益の分解  

① 顧客との契約から認識した収益及びその他の源泉から認識した収益 

売上収益の内訳は以下のとおりであります。 

顧客との契約から認識した収益 608,576百万円 

その他の源泉から認識した収益 77,976百万円 

計 686,553百万円 

 その他の源泉から認識した収益には、IFRS第9号に基づく収益、IFRS第16号に基づくリース収益、IFRS第17号に基づく

保険収益、IAS第20号に基づく政府補助金12,790百万円が含まれております。IFRS第17号に基づく保険収益は20,920百万円

であり、対応する保険サービス費用は14,681百万円、再保険損益（△は損失）は△551百万円であります。 

② 売上収益の分解 

 分解した収益とセグメント売上収益との関連は以下のとおりであります。なお、当連結会計年度より、経営体制の変更に

伴い、事業セグメントの区分方法を見直し、報告セグメントを従来の 「法人サービス」「個人サービス」「取次販売」か

ら、「電気・ガス」「通信」「飲料」「保険」「金融」「ソリューション」「取次販売」に変更しております。 
（単位：百万円） 

 

 

報告セグメント 

その他 合計 
電気 
・ガス 

通信 飲料 保険 金融 

ソリュ
ー 

シ ョ
ン 

取次販売 計 

継続的な財
ま 

たはサービ
ス 

274,886 102,783 65,266 6,007 － 19,493 20,035 488,473 － 488,473 

一時的な財
ま 

たはサービ
ス 

821 19,811 － － 2,933 8,523 88,013 120,103 － 120,103 

顧客との契
約 か 
ら認識した
収 益 

275,708 122,594 65,266 6,007 2,933 28,016 108,048 608,576 － 608,576 

その他の源
泉 か 
ら認識した
収 益 

12,790 － 14,057 20,920 30,208 － － 77,976 － 77,976 

外部顧客へ
の 

売 上 収 益 
288,498 122,594 79,323 26,927 33,141 28,016 108,048 686,553 － 686,553 

 

（注）グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しております。 
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③ 顧客との契約から認識した収益を理解するための基礎となる情報 

イ．継続的な財またはサービス  

 継続的な財またはサービスは、継続的に各種サービスの提供と維持管理を行うことを主要業務としております。継続的

な財またはサービスは、当社グループと顧客との契約等に基づき、サービスの内容や当事者間の権利と義務が定められ、

契約期間にわたって継続的に財またはサービスの提供を行う義務を負っております。 

 継続的な財またはサービスのうち、電気・ガスの販売・供給、インターネット回線への接続等の通信回線サービス、顧

客管理システムや決済管理システムの提供等のソリューションサービスについては、顧客は、当社の履行によって提供さ

れる財またはサービスを、当社が履行するにつれて同時に受け取って消費しているため、一定の期間にわたり充足する履

行義務であります。顧客は契約において定められた月額利用料金や財またはサービス提供量に応じた利用料金を当社に支

払うことになっております。したがって、当社は、現在までに完了した当社の履行の顧客にとっての価値に直接対応する

金額で顧客から対価を受ける権利を有しているため、請求する権利を有している金額で収益を認識する実務上の便法を採

用しております。 

 これに対して、ナチュラルミネラルウォーター製品の製造及び宅配形式による販売については、対象となる財またはサ

ービスであるナチュラルミネラルウォーター製品を顧客に引き渡す義務を負っております。顧客が財またはサービスの引

き渡しを受けた着荷時点で、当該財またはサービスに対する支配が顧客へ移転し、履行義務が充足されることから、一時

点において充足される履行義務であり、当該時点において収益を認識しております。 

 いずれの財またはサービスの収入も、その月に提供した財またはサービスに直接対応する金額を、月次で顧客に請求し

ており、通常の支払期限は概ね30日以内となっております。 
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ロ．一時的な財またはサービス 

 一時的な財またはサービスは、通信キャリアやメーカーの各種サービス契約の取次業務等を主要業務としております。 

 当該取次業務においては、当社は、顧客である通信キャリアやメーカーとサービス利用者の間で各種サービス契約を成

立させることを履行義務として識別しております。顧客の提供するサービスの利用をサービス利用者に開始させた時点で

顧客は便益を獲得するため、その時点で履行義務が充足されると判断していることから、一時点において充足される履行

義務であり、当該時点において収益を認識しております。 

 通常の支払期限は、顧客とサービス利用者の間で各種サービス契約が締結され、サービス利用者が顧客のサービスを利

用開始した時点の末日から起算して、概ね30日以内となっております。 

 

（2）収益を理解するための基礎となる情報  

 1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項(4)会計方針に関する事項⑧収益認識に記載のとおりであります。  

 

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報  

① 契約残高 

 当社グループの契約残高の内訳は以下のとおりであります。 
（単位：百万円） 

 

 2024年４月１日 2025年３月31日 

顧客との契約から生じた債権 116,222 129,451 

売掛金 116,222 129,451 

契約負債 4,927 4,860 
 

（注）1．その他の源泉から認識した収益から生じた売掛金は上表に含めておりません。また、売掛金は損失評価引当金を控除する前の金額で表示しており

ます。 
2．契約負債は、履行義務につき顧客（通信キャリア）から委託を受け、サービス利用者の維持管理を行う業務に関する前受金であり、営業債務及

びその他の債務として計上しております。通常、当社がサービスを顧客に移転する前に、顧客から対価を受領した場合に増加し、当社が履行義

務を充足することにより減少いたします。当連結会計年度に認識した収益のうち、2024年４月１日現在の契約負債残高に含まれていたものは、

1,453百万円であります。また、当連結会計年度において、過去の期間に充足（または部分的に充足）した履行義務から認識した収益の金額に重

要性はありません。  
  



―62― 

② 残存履行義務に配分した取引価格  

 当社グループの契約は、当初の予想契約期間が１年以内である契約及びサービス提供量に直接対応する金額で顧客から対

価を受け取る契約で構成されているため、実務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報は開示しておりません。なお、

顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。  

③ 顧客との契約の獲得のためのコストから認識した資産 

契約獲得のためのコストから認識した資産 50,693百万円 

 当社グループは、顧客との契約獲得のための増分コストのうち、回収可能であると見込まれる部分について資産として認

識しており、連結財政状態計算書上は「契約コスト」として表示しております。契約獲得のための増分コストとは、顧客と

の契約を獲得するために発生したコストで、当該契約を獲得しなければ発生しなかったであろうものであります。  

 当社グループにおいて資産計上されている契約獲得のための増分コストは、主に顧客獲得時に発生する代理店等への手数

料であります。契約コストは、当該コストに関連する財又はサービスが提供されると予想される期間（２～３年）にわたっ

て、費用を配分しております。なお、当社グループは、IFRS第15号第94項の実務上の便法を適用し、償却期間が１年以内

である契約獲得コストについては、発生時に費用として認識しております。  

 また、資産として認識した契約コストについては、期末日及び各四半期末に回収可能性の検討を行っており、契約コスト

が関連する財又はサービスと交換に企業が受け取ると見込んでいる対価の残りの金額（将来収益）から、当該財又はサービ

スの提供に直接関連し、まだ費用として認識されていないコスト（直接関連コスト）を差し引いた金額を契約コストの帳簿

価額が超過する範囲で減損損失を認識しております。減損の状況が存在しなくなったか又は改善した場合には、過去に認識

した減損損失の一部又は全部の戻入れを純損益に認識しております。 
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8. １株当たり情報に関する注記 

（1）１株当たり親会社所有者帰属持分 20,845円16銭 

（2）基本的１株当たり当期利益 2,671円18銭 

 

9. 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
（注） 連結計算書類に記載の金額については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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貸 借 対 照 表 
  

 

  

（2025年３月31日現在） 
（単位：百万円） 

  

科       目 金    額 科       目 金    額 

（資産の部）  （負債の部）  

流 動 資 産 334,788 流 動 負 債 481,946 

現 金 及 び 預 金 10,352 短 期 借 入 金 46,848 

関 係 会 社 短 期貸 付 金 257,986 関 係 会 社 短 期借 入 金 272,649 

そ の 他 66,448 １年内償還予定の社債 107,050 

固 定 資 産 1,095,147 未 払 金 48,917 

有 形 固 定 資 産 595 未 払 費 用 2,374 

建 物 253 未 払 法 人 税 等 3,095 

工 具 器 具 備 品 0 預 り 金 613 

土 地 342 賞 与 引 当 金 1 

無 形 固 定 資 産 51 そ の 他 395 

ソ フ ト ウ エ ア 20 固 定 負 債 726,209 

電 話 加 入 権 30 長 期 借 入 金 80,264 

投 資 そ の 他 の 資 産 1,094,501 社 債 635,475 

投 資 有 価 証 券 34,268 繰 延 税 金 負 債 10,422 

関 係 会 社 株 式 35,416 そ の 他 47 

役員及び従業員に対する
長 期 貸 付 金 

2,860 負 債 合 計 1,208,155 

関 係 会 社 長 期貸 付 金 1,029,704 （純資産の部）  

そ の 他 218 株 主 資 本 213,361 

貸 倒 引 当 金 △7,967 資 本 金 54,259 

  利 益 剰 余 金 169,966 

  利 益 準 備 金 13,564 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 156,401 

  繰 越 利 益 剰 余 金 156,401 

  自 己 株 式 △10,864 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 8,137 

  その他有価証券評価差額金 8,137 

  新 株 予 約 権 280 

  純 資 産 合 計 221,779 

資 産 合 計 1,429,935 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,429,935 
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損 益 計 算 書 
  

 

 

（ 2024 
2025 

年 
年 
４ 
３ 
月 
月 
１ 
31 
日から 
日まで ） 

（単位：百万円） 
  

科         目 金         額 

営 業 収 益   

関 係 会 社 受 取 配 当 金  19,715 

営 業 費 用  2,664 

営 業 利 益  17,051 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 17,454  

受 取 配 当 金 14,009  

債 務 保 証 損 失 引 当 金 戻 入 額 1,380  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 7,085  

そ の 他 の 営 業 外 収 益 892 40,823 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 4,775  

社 債 利 息 8,657  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,076  

そ の 他 の 営 業 外 費 用 2,296 17,805 

経 常 利 益  40,068 

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,228  

関 係 会 社 株 式 売 却 益 10,033 11,262 

特 別 損 失   

関 係 会 社 株 式 売 却 損 505  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 3  

そ の 他 の 特 別 損 失 1 510 

税 引 前 当 期 純 利 益  50,820 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,736  

法 人 税 等 調 整 額 △4,314 421 

当 期 純 利 益  50,398 
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株主資本等変動計算書 
  

 

  

（ 2024 
2025 

年 
年 
４ 
３ 
月 
月 
１ 
31 
日から 
日まで ） 

（単位：百万円） 
  

 

株   主   資   本 

資本金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

自己株式 
株主資本 
合  計 その他 

資本剰余金 
資本剰余金 
合 計 

利益準備金 

その他利益
剰余金 利益剰余金 

合 計 繰越利益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 54,259 15 15 13,564 152,319 165,884 △18,365 201,794 

事業年度中の変動額         

剰 余 金 の 配 当         △30,253 △30,253   △30,253 

当 期 純 利 益         50,398 50,398   50,398 

自 己 株 式 の 取 得             △10,001 △10,001 

自 己 株 式 の 処 分   19 19   △275 △275 1,679 1,423 

自 己 株 式 の 消 却   △34 △34   △15,788 △15,788 15,823 － 

株主資本以外の項目
の 

事業年度中の変動額
( 純 額 ) 

                

事業年度中の変動額合
計 

－ △15 △15 － 4,081 4,081 7,501 11,567 

当 期 末 残 高 54,259 － － 13,564 156,401 169,966 △10,864 213,361 

 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当 期 首 残 高 5,403 5,403 523 207,720 

事業年度中の変動額     

剰 余 金 の 配 当       △30,253 

当 期 純 利 益       50,398 

自 己 株 式 の 取 得       △10,001 

自 己 株 式 の 処 分       1,423 

自 己 株 式 の 消 却       － 

株主資本以外の項目
の 

事業年度中の変動額
( 純 額 ) 

2,734 2,734 △242 2,491 

事業年度中の変動額合
計 

2,734 2,734 △242 14,059 

当 期 末 残 高 8,137 8,137 280 221,779 
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個 別 注 記 表 
  

1. 重要な会計方針に係る事項 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的の債券  

 償却原価法（定額法）  

② 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法  

③ その他有価証券  

・市場価格のない株式等以外のもの  

 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理しております。また、売却原価は移

動平均法により計算しております。）  

・市場価格のない株式等  

 移動平均法による原価法  

・投資事業有限責任組合等への出資  

 入手可能な直近の決算書に基づき、組合等の損益及びその他有価証券の評価差額のうち当社の持分相当額を投資事業組合

運用損益及びその他有価証券評価差額金として投資有価証券に加減する方法によっております。  

（2） 固定資産の減価償却の方法  

① 有形固定資産 

 定額法を採用しております。  

② 無形固定資産  

 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。  

（3） 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金  

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。  

② 賞与引当金  

 従業員に対して支給する賞与の支出に備え、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 債務保証損失引当金  

 保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態を個別に勘案し、損失負担見込額を計上しております。 
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（4）収益及び費用の計上基準  

 持株会社である当社の収益は、子会社（上場株式投資を専門に行う子会社を除く）からの受取配当金であり、配当金の効力

発生日をもって収益を認識し、損益計算書において営業収益に計上しております。また、持株会社としての当社の営業収益に

対応する費用は売上原価と販売費及び一般管理費に分類することが困難であるため、一括して営業費用に計上しております。        

（5）グループ通算制度の適用  

 当社は、グループ通算制度を適用しております。 

 
  



―69― 

2. 会計上の見積りに関する注記  

 会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響

を及ぼす可能性があるものは、以下のとおりであります。  

関係会社に対する投融資の評価 

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額 

貸借対照表に計上した項目   

 関係会社株式 35,416 百万円 

 関係会社短期貸付金 257,986  

 関係会社長期貸付金 1,029,704  

 貸倒引当金（注） △7,868  

損益計算書に計上した項目   

 貸倒引当金繰入額（注） 2,076 百万円 

 貸倒引当金戻入額（注） 7,085  

 関係会社株式評価損 3  

（注）いずれも関係会社長期貸付金に対して計上した金額を記載しております。 

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

 関係会社株式のうち時価のあるものについて時価が著しく下落したときは、回復する見込みがあると認められる場合を除き、

減損処理を行っております。また、関係会社株式のうち市場価格のない株式について当該株式の発行会社の財政状態の悪化に

より実質価額が著しく低下したときは、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、減損処理を行っておりま

す。さらに、関係会社貸付金については、関係会社の財政状態等を勘案したうえで、貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を貸倒引当金として計上しております。 

 当社は持株会社であり、事業を営む子会社に対して当社から投融資を行っているほか、中間持株会社を通じて孫会社へ投融

資を実施しており、関係会社に対する投融資の評価に用いる株式の実質価額の算定や関係会社の財政状態の把握には複雑性が

存在しております。 

 なお、将来の予測不能な市場環境の変化等により、関係会社の財政状態及び経営成績が悪化した場合、関係会社株式の減損

処理や関係会社貸付金に対する貸倒引当金の計上が必要となり、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性がありま

す。 
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3. 会計方針の変更に関する注記 

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用） 

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。）等を当事業年度の期首

から適用しております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。 

 

（「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」の適用） 

「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46号 2024年

３月22日。）を当事業年度の期首から適用しております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。 

 

4. 貸借対照表に関する注記  

（1）担保提供資産 

 当社は投資先の金融機関との取引に関して、以下の資産を担保に供しております。 

投資有価証券 6,071百万円 

 

（2）有形固定資産の減価償却累計額  213百万円 
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（3）偶発債務 

 以下の会社について、債務保証及び保証予約を行っております。 

仕入等債務保証 

株式会社HCMAアルファ 19,091百万円 

株式会社インサイト 18,196百万円 

スマートビリングサービス株式会社 16,878百万円 

テレコムサービス株式会社 14,581百万円 

株式会社ハルエネ 11,099百万円 

株式会社エネコード 9,993百万円 

その他 34,027百万円 

計 123,867百万円 

 

（4）関係会社に対する金銭債権、債務 

① 短期金銭債権 65,157百万円 

② 長期金銭債権 0百万円 

③ 短期金銭債務 6,201百万円 

④ 長期金銭債務 6百万円 
 

（注）上記金額には、独立掲記したものは含まれておりません。 
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5. 損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

① 営業収益 19,715百万円 

② その他の営業取引高 1,053百万円 

③ 営業取引以外の取引高 44,516百万円 

 

6. 株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の数に関する事項 
 

株式の種類 
当事業年度期首 

の株式数 
当事業年度増加 

株式数 
当事業年度減少 

株式数 
当事業年度期末 

の株式数 

普通株式 905,296株 322,985株 842,600株 385,681株 
 

（注）1. 自己株式の数の増加は、東京証券取引所における市場買付および単元未満株式の買取りによる増加であります。 

2. 自己株式の数の減少は、自己株式の消却ならびにストックオプションの行使および譲渡制限付き株式報酬としての自己株式の処分による減少で

あります。 

 

7. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額 2,511百万円 

投資有価証券評価損否認 444 

関係会社株式評価損否認 12,157 

未払事業税否認 192 

貸倒損失否認 73 

その他 256 

繰延税金資産小計 15,636 

評価性引当額 △15,403 

繰延税金資産合計 233 

繰延税金負債 

連結法人間譲渡損益繰延 7,066 

その他有価証券評価差額金 3,588 

繰延税金負債合計 10,655 
  

繰延税金負債の純額 10,422 
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8. 関連当事者との取引に関する注記  

① 役員及びその近親者等 

種類 
会社等の名称 
または氏名 

資本金 
または 
出資金 

(百万円) 

事業の内容 
または職業 

議 決 権 等 
の所有 

( 被 所 有 ) 
割 合 ( ％ ) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
(注1)(注2) 

取 引 金
額 

(百万円) 
科目 

期 末 残
高 

(百万円) 

役 員 和田 英明 ― 
当社代表取締役
社長 

（被所有） 
直接 
0.89 

資金の貸付 

資金の貸付 900 

その他 
(１年内回収
予定の長期
貸付金) 

2 

資金の回収 203 

役員及び 
従業員に 
対する 
長期貸付金 

1,160 

利息の受取 19 ― ― 

役 員 髙橋 正人 ― 当社常務取締役 
（被所有） 

直接 
0.13 

資金の貸付 

資金の貸付 450 

その他 
(１年内回収
予定の長期
貸付金) 

2 

資金の回収 81 

役員及び 
従業員に 
対する 
長期貸付金 

479 

利息の受取 6 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1）当社株式取得を資金使途とした資金の貸付を行っております。貸付利率は市場金利等を勘案し、合理的に決定しております。 

（注2）本取引については、本貸付により借入人が取得した当社株式を、貸付契約に基づく借入人の債務の担保として受け入れております。 

 

② 重要な子会社の役員及び近親者 

 該当事項はありません。 
  



―74― 

③ 子会社及び関連会社等  
 

属性 会社等の名称 所在地 

資本金 
または 
出資金 

(百万円) 

事業の 
内容 

議決権
等 

の所有 
( 被所
有 ) 
割 合
( ％ ) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取 引 金
額 

(百万円) 
科目 

期 末 残
高 

(百万円) 

子会社 
テレコムサー
ビス株式会社 

東京都
豊島区 

101 
携帯電話
の販売等 

間接 
100 

債務保証 
資金の借入 

債務保証 
(注3) 

14,581 ― ― 

保証料の受
取 

130 未収入金 21 

資金の借入 
(注1)(注2) 

2,162 
関係会社短
期借入金 

15,936 

利息の支払 210 ― ― 

子会社 
株式会社ビジ
ネスパートナ
ー 

東京都
新宿区 

223 
金銭の貸
付、債務
の保証等 

間接 
100 

資金の援助 

資金の貸付 
(注1)(注2) 

11,800 
関係会社短
期貸付金 

159,258 

利息の受取 2,295 未収入金 200 

子会社 
株式会社セレ
クトネットワ
ーク 

東京都
豊島区 

101 
通信回線
サービス
の販売等 

間接 
100 

資金の借入 

資金の借入 
(注1)(注2) 

1,523 
関係会社短
期借入金 

18,523 

利息の支払 277 ― ― 

子会社 
株 式 会 社
H C M A 
アルファ 

東京都
豊島区 

101 
有価証券
の保有管
理 

直接 
100 

債務保証 
資金の借入 
役員の兼任 

債務保証 
(注3) 

19,091 ― ― 

資金の返済 
(注1)(注2) 

15,100 
関係会社短
期借入金 

73,761 

利息の支払 1,485 未払金 122 

子会社 
株式会社第二
通 信 

東京都
豊島区 

10 
有価証券
の保有管
理 

直接 
65.00 
間接 
35.00 

資金の借入 

資金の借入 
(注1)(注2) 

14,349 
関係会社短
期借入金 

14,349 

利息の支払 109 未払金 13 

子会社 
光通信株式会

社 
東京都
豊島区 

101 
有価証券
の保有管
理 

直接 
100 

資金の援助 
役員の兼任 

資金の貸付 
(注1)(注2) 

95,550 
関係会社長
期貸付金 

999,164 

利息の受取 13,756 未収入金 1,219 

子会社 

株 式 会 社 コ
ア・コンサル
ティング・グ
ループ 

東京都
豊島区 

101 
コンサル
ティング
業務 

直接 
100 

業務委託手 
数料の支払 
役員の兼任 

業務委託手
数料の支払 
(注4) 

1,047 未払金 59 

子会社 

HIKARI 
TSUSHIN 
 
INVESTMENT
S 
 ASIA PTE. 
LTD. 

シ ン ガ
ポ ー ル 

0 
有価証券
の保有管
理 

直接 
100 

資金の援助 

資金の貸付 
(注1)(注2) 

1,206 
関係会社長
期貸付金 

14,630 

利息の受取 210 未収入金 9 
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属性 会社等の名称 所在地 

資本金 
または 
出資金 

(百万円) 

事業の 
内容 

議決権
等 

の所有 
( 被所
有 ) 
割 合
( ％ ) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取 引 金
額 

(百万円) 
科目 

期 末 残
高 

(百万円) 

子会社 
株式会社エネ
コ ー ド 

東京都
豊島区 

101 
電力販売
事業 

間接 
100 

資金の借入 

資金の回収 
(注1)(注2) 

23,901 
関係会社短
期貸付金 

― 

利息の受取 253 未収入金 1 

資金の借入 
(注1)(注2) 

31,220 
関係会社短
期借入金 

31,220 

利息の支払 32 未払金 32 

子会社 

スマートビリ
ン グ 
サービス株式
会 社 

東京都
豊島区 

101 
収納代行
サービス 

間接 
100 

債務保証 
資金の借入 

債務保証 
(注3) 

16,878 ― ― 

保証料の受
取 

0 未収入金 0 

資金の借入 
(注1)(注2) 

9,800 
関係会社短
期借入金 

31,560 

利息の支払 446 未払金 43 

子会社 
株式会社ハル
エ ネ 

東京都
豊島区 

101 
電力販売
事業 

間接 
100 

資金の援助 

資金の貸付 
(注1)(注2) 

21,541 

関係会社短
期貸付金 

22,539 

関係会社長
期貸付金 

253 

利息の受取 39 未収入金 1 

子会社 

株 式 会 社 H -
P o w e r 
ホールディン
グ ス 

東京都
豊島区 

10 
電力販売
事業 

直接 
65.00 
間接 
35.00 

資金の援助 

資金の貸付 
(注1)(注2) 

22,008 
関係会社短
期貸付金 

22,008 

利息の受取 299 未収入金 27 

子会社 
インシュラン
トグループ株
式会社 

東京都
豊島区 

100 

 
有価証券
の保有管
理 

直接 
100 

資金の援助 
関係会社株
式の売却 

資金の貸付 
(注1)(注2) 

35,000 
関係会社短
期貸付金 

35,000 

利息の受取 86 未収入金 44 

関係会社株
式の売却 
(注6) 

13,008 未収入金 13,008 

関係会社株
式売却益 

9,036 ― ― 

子会社 
株式会社イン
サ イ ト 

東京都 
新宿区 

101 
決済ソリ
ューショ
ン 

間接
100 

債務保証 
債務保証 
(注3) 

18,196 ― ― 

 

（注1）資金の貸付及び資金の借入の取引金額は当事業年度中における純増減額を記載しております。 

（注2）資金の貸付及び資金の借入は当社の規定に基づき、市場金利等を勘案し協議の上決定しております。 

（注3）当社は連結子会社の取引から生じる債務に対して債務保証を行っており、保証料は協議の上合理的に決定しております。 

（注4）業務委託手数料の取引金額は一般取引と同様、市場価格に基づき交渉の上決定しております。 

（注5）連結子会社への関係会社長期貸付金に対し、合計7,868百万円の貸倒引当金を計上しております。 

また、当事業年度において合計2,076百万円の貸倒引当金繰入額及び7,085百万円の貸倒引当金戻入額を計上しております。 

（注6）関係会社株式の売却については、合理的に算定した価格に基づいて決定しております。 

（注7）当事業年度において合計1,380百万円の債務保証損失引当金戻入額を計上しております。 
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9. １株当たり情報に関する注記 

（1）１株当たり純資産額 5,047円39銭 

（2）１株当たり当期純利益 1,145円53銭 

 

10. 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

(注) 計算書類に記載の金額については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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連結計算書類に係る会計監査報告 
 

 

独立監査人の監査報告書 
 

 

 

2025年５月21日 
 

株式会社 光 通 信 
 取締役会 御中 
 

有限責任 あずさ監査法人 
 

      東京事務所  
 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

公認会計士 塚 原 克 哲   

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

公認会計士 川 村 英 紀   

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

公認会計士 永 井 公 人   

 
監査意見 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社光通信の2024年４月１日から
2025年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結損益
計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められ
た、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して、株式会社光通
信及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
監査意見の根拠 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
その他の記載内容 
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に

おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。 
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合

には、その事実を報告することが求められている。 
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任 
 経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国
際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準により作成し、適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められ
た、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 
 監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。 
 
連結計算書類の監査における監査人の責任 
 監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 
 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に
関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確
実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。 

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められ
た、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書
類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分
かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連
結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意
見に対して責任を負う。 

 監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。 
 監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。 
 
利害関係 
 会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。 

以 上 
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計算書類に係る会計監査報告 
 

 

独立監査人の監査報告書 
 

 

 

2025年５月21日 
 

株式会社 光 通 信 
 取締役会 御中 
 

有限責任 あずさ監査法人 
 

      東京事務所  
 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

公認会計士 塚 原 克 哲   

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

公認会計士 川 村 英 紀   

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

公認会計士 永 井 公 人   

 
監査意見 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社光通信の2024年４月１
日から2025年３月31日までの第38期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）に
ついて監査を行った。 
 当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。 
 
監査意見の根拠 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
その他の記載内容 
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお

いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。 
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合

には、その事実を報告することが求められている。 
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
 計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。 
 監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。 
 
計算書類等の監査における監査人の責任 
 監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 
 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。 

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及
び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。 

 監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。 
 監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。 

以 上 
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監査等委員会の監査報告 
 

 

監 査 報 告 書 
 

当監査等委員会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第38期事業年度の取締役の職務の執
行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。 

1. 監査の方法及びその内容 

 監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等
からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。 

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、
重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に関する事項の報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業
務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。 

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書、並びに連結計算書
類（会社計算規則第120条第１項後段の規定により国際会計基準で求められる開示項目の一部を省
略して作成された連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表）に
ついて検討いたしました。 

 

2. 監査の結果 

(1)事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項
は認められません。 

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果 

 会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

(3)連結計算書類の監査結果 

 会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
 

3. 各監査等委員間にて異なる監査意見はございません。 
 

4. 重要な後発事象はございません。 
 

 

   2025年５月21日 

株式会社光通信 監査等委員会 
監査等委員 渡 辺 将 敬 ㊞  
監査等委員 髙 野 一 郎 ㊞  
監査等委員 新 村   健 ㊞  

 
（注）監査等委員髙野一郎及び新村健は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。 

以 上 
 

 


